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国
際
司
法
裁
判
所
　
ウ
ル
グ
ア
イ
河
パ
ル
プ
工
場
事
件

（
判
決
　
二
〇
一
〇
年
四
月
二
〇
日
）

鳥 
　
谷 
　
部
　
　
　
壌

　一
　
本
判
決
の
ポ
イ
ン
ト

　
本
件
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
東
方
共
和
国
（
以
下
、「
ウ
ル
グ
ア
イ
」
と
い
う
。）
が
ウ
ル
グ
ア
イ
河
沿
岸
に
パ
ル
プ
工
場
の
建
設
を
計
画
し
、
最
終
的
に

当
該
工
場
の
建
設
を
完
了
し
操
業
を
開
始
し
た
こ
と
に
対
し
て
、
二
〇
〇
六
年
五
月
四
日
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
共
和
国
（
以
下
、「
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
」）
が

一
九
七
五
年
に
署
名
さ
れ
た
ウ
ル
グ
ア
イ
河
規
程
（
以
下
、「
七
五
年
規
程
」
と
い
う
。  
 

）
上
の
違
反
を
主
張
し
て
、
国
際
司
法
裁
判
所
規
程
第
三
六
条

一
項
及
び
七
五
年
規
程
第
六
〇
条
一
項  
 

に
基
づ
い
て
ウ
ル
グ
ア
イ
を
相
手
取
り
国
際
司
法
裁
判
所
に
訴
え
を
提
起
し
た
事
件
で
あ
る  
 

。
な
お
、
同
日
、

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
、
国
際
司
法
裁
判
所
規
程
第
四
一
条
及
び
同
規
則
第
七
三
条
に
基
づ
い
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
を
相
手
取
り
仮
保
全
措
置
請
求
を
行
っ
た

が
、
裁
判
所
は
、
二
〇
〇
六
年
七
月
一
三
日
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
請
求
を
棄
却
し
た  
 

。
反
対
に
、
二
〇
〇
六
年
一
一
月
二
九
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
、
ア

ル
ゼ
ン
チ
ン
を
相
手
取
り
仮
保
全
措
置
請
求
を
行
っ
た
が
、
裁
判
所
は
、
二
〇
〇
七
年
一
月
二
三
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
請
求
を
棄
却
し
た  
 

。
最
終
的
に
、

裁
判
所
は
、
本
案
に
て
七
五
年
規
程
を
解
釈
・
適
用
し
、
国
際
環
境
法
に
関
す
る
各
種
の
義
務
の
存
在
を
認
め
た
。
そ
の
上
で
、
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ

ア
イ
の
手
続
義
務
に
つ
い
て
そ
の
違
反
を
認
定
し
、
他
方
、
実
体
義
務
に
つ
い
て
は
そ
の
違
反
を
否
定
し
た
。
本
判
決
は
、
国
際
司
法
裁
判
所
が
初
め

て
本
格
的
に
国
際
環
境
紛
争
を
審
理
し
た
も
の
と
し
て
、
先
例
的
に
貴
重
な
価
値
を
有
す
る
。

（
１
）

（
２
）

（
３
）

（
４
）

（
５
）
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二
　
事
実

１
　
請
求
訴
状
（
１
─
　
項
）

２４

　
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
、
請
求
訴
状
に
お
い
て
、
裁
判
所
に
次
の
よ
う
に
判
示
す
る
こ
と
を
要
請
し
た
。
第
一
に
、
次
の
義
務
に
ウ
ル
グ
ア
イ
が
違
反
し

た
。（
ａ
）
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
最
適
か
つ
合
理
的
利
用
の
た
め
に
す
べ
て
の
必
要
な
措
置
を
と
る
義
務
、（
ｂ
）
ウ
ル
グ
ア
イ
河
行
政
委
員
会
（La    

C
om
ison

A
dm
inistradora

del
R
io
U
rugu

 
  
      
  
                 
    
    ay.

    
以
下
、「
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
」
と
い
う
。）
及
び
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
へ
の
事
前
通
報
義
務
、（
ｃ
）
七
五
年
規
程

第
二
章
に
規
定
さ
れ
る
手
続
を
遵
守
す
る
義
務
、（
ｄ
）
完
全
か
つ
客
観
的
な
環
境
影
響
調
査
を
準
備
す
る
義
務
を
含
む
、
水
中
環
境
を
保
全
し
、
汚
染

を
防
止
す
る
た
め
に
す
べ
て
の
必
要
な
措
置
を
と
る
義
務
並
び
に
生
物
多
様
性
及
び
漁
業
を
保
護
す
る
義
務
、（
ｅ
）
汚
染
防
止
並
び
に
生
物
多
様
性

及
び
漁
業
の
保
護
に
つ
い
て
協
力
す
る
義
務
。
第
二
に
、
こ
れ
ら
の
義
務
の
違
反
に
よ
り
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
対
し
て
国
際
責
任
を
負

う
。
第
三
に
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
、
そ
の
違
法
行
為
を
停
止
し
か
つ
そ
の
負
担
す
る
義
務
を
将
来
誠
実
に
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
四
に
、
ウ
ル

グ
ア
イ
は
、
そ
の
負
担
す
る
義
務
の
違
反
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ
た
損
害
に
対
し
て
十
分
な
補
償
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
　
項
）。

２２

２
　
Ｃ
Ｍ
Ｂ
（
Ｅ
Ｎ
Ｃ
Ｅ
）
計
画
（
　
─
　
項
）

２８

３６

　
本
件
紛
争
の
要
因
と
な
っ
た
第
一
パ
ル
プ
工
場
は
、
ス
ペ
イ
ン
企
業
Ｅ
Ｎ
Ｃ
Ｅ
（E

m
presa

N
acional

de
C
elulosa

E
spaña

 
 
       
            
         
     
）
に
よ
っ
て
設
立
さ

れ
た
企
業
、
Ｃ
Ｍ
Ｂ
（C

elulosa
de
M
’B
opicua

 
        
   
 
  
      
）
に
よ
っ
て
計
画
さ
れ
た
。
こ
の
工
場
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
グ
ア
レ
グ
ア
イ
チ
ュ

（G
ualeguaychú

 
           
）
の
対
岸
で
あ
る
ウ
ル
グ
ア
イ
の
リ
オ
・
ネ
グ
ロ
（R

ío
N
egro

 
    
    
）
県
の
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
左
岸
、
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
（Fray

     

B
entos

 
     
）
市
の
東
側
の
ジ
ェ
ネ
ラ
ル
・
サ
ン
・
マ
ル
テ
ィ
ン
将
軍
（G

eneral
San

M
artín

 
            
     
）
国
際
橋
付
近
に
建
設
が
予
定
さ
れ
た
（
　
項
）。
こ
の
産

２８

業
計
画
の
発
起
人
ら
は
、
二
〇
〇
二
年
七
月
二
二
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
当
局
と
交
渉
を
開
始
し
、
当
該
計
画
の
環
境
影
響
評
価
（
以
下
、「
Ｅ
Ｉ
Ａ
」
と

い
う
。）
を
ウ
ル
グ
ア
イ
国
家
環
境
理
事
会
（D

irección
N
acional

de
M
edio

A
m
biente

 
          
            
      
 
      .   
以
下
、「
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
」
と
い
う
。）
に
提
出
す
る
と

同
時
に
、
Ｃ
Ｍ
Ｂ
の
代
表
は
当
該
計
画
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
の
委
員
長
に
通
報
し
た
。
二
〇
〇
三
年
五
月
一
四
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
「
環
境
影
響

調
査
、
一
般
公
開
の
た
め
の
Ｃ
Ｍ
Ｂ
概
要
」
と
題
す
る
文
書
を
提
出
し
た
。（
　
項
）。
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
九
日
、
建
設
、
国
土
利
用
計
画
及
び
環
境

２９

問
題
省
（M

inisterio
de
V
ivienda

O
rdenam

iento

 
              
         
      
      T

erritorial
y
M
edio

A
m
biente.

 
              
      
 
        
以
下
、「
Ｍ
Ｖ
Ｏ
Ｔ
Ｍ
Ａ
」
と
い
う
。）
は
Ｃ
Ｍ
Ｂ
工
場

判例研究
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建
設
の
た
め
の
初
期
環
境
の
認
可
を
Ｃ
Ｍ
Ｂ
に
付
与
し
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
二
七
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
対
し
て
、
二

３１

〇
〇
二
年
七
月
二
二
日
に
Ｅ
Ｎ
Ｃ
Ｅ
に
よ
っ
て
提
出
さ
れ
た
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
写
し
、
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
二
日
付
の
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
に
よ
る
最
終
評
価
報
告

書
の
写
し
及
び
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
九
日
の
初
期
環
境
の
認
可
の
写
し
を
送
付
し
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
四
年
三
月
二
日
、
両
国
の
大
臣
間
で
合
意
さ
れ

３３

た
「
覚
書
」
に
留
意
し
て
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
は
二
〇
〇
四
年
五
月
一
五
日
、
特
別
総
会
に
て
そ
の
活
動
を
再
開
し
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
五
年
一
一
月
二
八
日
、

３４

Ｃ
Ｍ
Ｂ
工
場
の
建
設
を
開
始
す
る
た
め
の
準
備
作
業
（
土
地
の
整
備
）
を
認
可
し
た
。
二
〇
〇
六
年
五
月
二
八
日
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
要
請
を
受
け
て
、

当
該
計
画
の
発
起
人
ら
は
九
〇
日
間
作
業
を
停
止
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
二
〇
〇
六
年
九
月
二
一
日
、
彼
ら
は
工
場
を
建
設
し
な
い
旨
を
表
明
し
た

（
　
項
）。

３６３
　
オ
リ
オ
ン
（
ボ
ト
ニ
ア
）（
　
─
　
項
）

３７

４７

　
本
件
紛
争
の
要
因
と
な
っ
た
第
二
の
産
業
計
画
は
、
ボ
ト
ニ
ア
（B

otnia:
“B
otnia

S.A
.”
and

“B
otnia

Fr

 
         
         
         
        ay

B
entos

S.A
.”

    
         
  
）
と
い
う
企
業
に

よ
っ
て
請
け
負
わ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
は
特
別
に
二
〇
〇
三
年
に
ウ
ル
グ
ア
イ
の
法
律
に
基
づ
い
て
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
企
業O

y
M
etsä-B

otnia

 
   
      
     

に

よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
。
第
二
パ
ル
プ
工
場
は
オ
リ
オ
ン
と
呼
ば
れ
、
Ｃ
Ｍ
Ｂ
の
建
設
予
定
地
か
ら
数
キ
ロ
下
流
の
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
市
に
近
い
ウ
ル

グ
ア
イ
河
の
左
岸
に
建
設
さ
れ
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
三
年
暮
れ
、
当
該
計
画
の
発
起
人
ら
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
当
局
に
こ
の
産
業
計
画
を
通
報
し
た
後
、

３７

二
〇
〇
四
年
三
月
三
一
日
、
初
期
環
境
の
認
可
を
当
局
に
申
請
し
た
（
　
項
）。
Ｍ
Ｖ
Ｏ
Ｔ
Ｍ
Ａ
は
、
二
〇
〇
五
年
二
月
一
四
日
、
ボ
ト
ニ
ア
に
、
オ

３８

リ
オ
ン
工
場
及
び
隣
接
す
る
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
建
設
の
た
め
の
初
期
環
境
の
認
可
を
付
与
し
た
。
二
〇
〇
五
年
四
月
一
二
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
そ
の

間
に
も
工
場
の
建
設
予
定
地
の
整
備
及
び
関
連
す
る
土
台
工
事
を
認
可
し
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
五
年
五
月
五
日
に
両
国
の
大
統
領
に
よ
っ
て
な
さ
れ

３９

た
合
意
に
従
っ
て
、
両
国
の
外
務
大
臣
は
二
〇
〇
五
年
五
月
三
一
日
、
ハ
イ
レ
ベ
ル
技
術
グ
ル
ー
プ
（G

rupo
T
ecnico

de
A
lto
N
ivel.

 
      
           
     
      
以
下
、「
Ｇ

Ｔ
Ａ
Ｎ
」
と
い
う
。）
を
創
設
し
、
一
八
〇
日
以
内
に
両
工
場
の
紛
争
を
解
決
す
る
責
任
が
付
与
さ
れ
た
。
Ｇ
Ｔ
Ａ
Ｎ
は
二
〇
〇
五
年
八
月
三
日
か
ら
二

〇
〇
六
年
一
月
三
〇
日
の
間
、
一
二
の
会
合
を
開
催
し
、
両
国
は
様
々
な
文
書
を
交
換
し
た
。
二
〇
〇
六
年
一
月
三
一
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
Ｇ
Ｔ
Ａ
Ｎ

交
渉
が
失
敗
に
終
わ
っ
た
と
決
定
し
た
。
二
〇
〇
六
年
二
月
三
日
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
も
同
様
の
こ
と
を
決
定
し
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
五
年
七
月
五
日
、
ウ

４０

ル
グ
ア
イ
は
オ
リ
オ
ン
工
場
に
隣
接
す
る
港
湾
を
建
設
す
る
た
め
の
認
可
を
ボ
ト
ニ
ア
に
付
与
し
、
さ
ら
に
二
〇
〇
五
年
八
月
二
二
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ

国際司法裁判所　ウルグアイ河パルプ工場事件

（阪大法学）６１（２ - 299）585〔２０１１．７〕



は
オ
リ
オ
ン
工
場
の
煙
突
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
基
礎
部
分
の
建
設
を
認
可
し
た
。
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
要
請
を
受
け
て
、
ボ
ト
ニ
ア
は
一
〇
日
間
作
業

を
中
断
し
た
（
　
項
）。
二
〇
〇
七
年
一
一
月
八
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
オ
リ
オ
ン
工
場
の
稼
動
を
認
可
し
、
翌
日
、
操
業
を
開
始
し
た
（
　
項
）。

４２

４３

三
　
判
決
要
旨

１
　
裁
判
管
轄
権
（
　
─
　
項
）

４８

６６

　
裁
判
所
は
、
裁
判
管
轄
権
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
両
国
は
裁
判
所
の
管
轄
権
が
国
際
司
法
裁
判
所
規
程
第
三
六
条
一
項
及
び
七
五
年
規

程
第
六
〇
条
一
項
に
基
づ
く
こ
と
に
合
意
し
て
い
る
（
　
項
）。
な
お
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
当
該
パ
ル
プ
工
場
に
よ
り
引
き
起
こ
さ
れ
た
と
主
張
す
る
騒

４８

音
及
び
「
視
覚
」
公
害
（“visual”

pollution

                  
）
に
関
す
る
主
張
を
な
す
際
に
七
五
年
規
程
第
三
六
条  
 

を
援
用
す
る
が
、
そ
の
よ
う
な
主
張
に
は
い
か
な

る
根
拠
も
な
い
と
考
え
る
。
し
た
が
っ
て
、
騒
音
及
び
視
覚
公
害
に
関
す
る
主
張
は
明
ら
か
に
七
五
年
規
程
第
六
〇
条
に
よ
っ
て
付
与
さ
れ
た
管
轄
権

の
外
に
あ
る
。
同
様
に
、
七
五
年
規
程
の
い
か
な
る
条
項
も
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
よ
り
主
張
さ
れ
た
悪
臭
の
問
題
を
扱
っ
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
同

様
の
理
由
で
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
観
光
業
に
対
す
る
悪
臭
の
影
響
に
関
す
る
主
張
も
ま
た
裁
判
所
の
管
轄
と
は
な
ら
な
い
（
　
項
）。

５２

２
　
手
続
義
務
違
反
の
可
否
（
　
─
　
項
）

６７

１６８

（
１
）
手
続
義
務
と
実
体
義
務
の
関
連
性

　
手
続
義
務
の
違
反
は
自
動
的
に
実
体
義
務
の
違
反
を
も
た
ら
す
と
い
う
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
す
る
。
七

五
年
規
程
は
、
一
方
の
当
事
国
が
単
に
手
続
義
務
を
遵
守
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
実
体
義
務
を
履
行
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
と
い
う
こ
と
を
全
く
示
し
て
い

な
い
し
、
手
続
義
務
の
違
反
が
自
動
的
に
実
体
義
務
の
違
反
を
引
き
起
こ
す
と
い
う
こ
と
も
全
く
示
し
て
い
な
い
。
同
様
に
両
国
が
実
体
義
務
を
遵
守

し
た
と
い
う
事
実
は
、
ま
さ
に
そ
れ
に
よ
っ
て
手
続
義
務
を
遵
守
し
た
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
を
意
味
し
な
い
し
、
手
続
義
務
を
遵
守
す
る
こ
と
か
ら
免

れ
る
こ
と
を
意
味
し
な
い
（
　
項
）。

７８

（
２
）
手
続
義
務
と
そ
の
相
互
関
係

（
ａ
）
ウ
ル
グ
ア
イ
の
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
へ
の
通
報
義
務

（
６
）
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工
場
建
設
の
計
画
が
そ
の
認
可
又
は
実
施
よ
り
前
に
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
通
報
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
（
　９９

項
）、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
裁
判
所
は
、
七
五
年
規
程
第
七
条
一
項
に
従
っ
て
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
こ
の
よ
う
な
手
続
の
初
期
段
階
で
提
供
さ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
情
報
は
、
当
該
計
画
が
他
国
に
重
大
な
損
害
を
引
き
起
こ
し
得
る
か
否
か
を
迅
速
に
か
つ
予
備
的
根
拠
で
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
が
決
定
す

る
こ
と
を
可
能
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
留
意
す
る
。
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
と
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
段
階
で
は
、
河
川
及
び
水
質
へ
の
実
際
の

影
響
を
判
断
す
る
こ
と
が
問
題
で
は
な
く
、
当
該
計
画
が
七
五
年
規
程
に
規
定
さ
れ
た
協
力
手
続
に
該
当
す
る
か
否
か
を
決
定
す
る
こ
と
が
問
題
な
の

で
あ
る
。
計
画
作
業
が
他
方
当
事
国
に
重
大
な
損
害
を
引
き
起
こ
し
得
る
か
否
か
の
予
備
的
評
価
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
が
で
き
る
く
ら
い
十
分
に
進
展
し
た
計

画
を
七
五
年
規
程
上
の
計
画
国
が
有
し
て
い
る
場
合
に
は
直
ち
に
、
そ
の
計
画
国
は
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
通
報
す
る
よ
う
求
め
ら
れ
る
と
考
え
る
。
そ
の
段
階

で
は
、
提
供
さ
れ
た
情
報
は
、
し
ば
し
ば
さ
ら
な
る
時
間
と
資
源
を
必
要
と
す
る
計
画
の
環
境
影
響
の
完
全
な
評
価
で
構
成
さ
れ
る
必
要
は
必
ず
し
も

な
い
。
も
と
よ
り
さ
ら
に
完
全
な
情
報
が
利
用
可
能
と
な
れ
ば
、
も
ち
ろ
ん
、
予
備
的
評
価
を
行
う
の
に
可
能
な
限
り
の
根
拠
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
伝
達
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
へ
の
通
報
義
務
は
、
関
係
機
関
が
初
期
環
境
の
認
可
を
得
る
目
的
で
計
画
を
立
て
た
段
階
で
か
つ

そ
の
認
可
が
付
与
さ
れ
る
前
に
適
用
可
能
と
な
る
（
　
項
）。
本
件
に
お
い
て
ウ
ル
グ
ア
イ
は
何
度
も
、
と
り
わ
け
Ｃ
Ｍ
Ｂ
工
場
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
二

１０５

年
一
〇
月
一
七
日
及
び
二
〇
〇
三
年
四
月
二
一
日
に
、
オ
リ
オ
ン
工
場
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
四
年
一
一
月
一
六
日
に
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
よ
り
要
請
を
受
け
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
七
五
年
規
程
第
七
条
一
項
の
情
報
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
伝
達
し
な
か
っ
た
こ
と
に
留
意
す
る
。
ウ
ル
グ
ア
イ
は
、
二
〇
〇
三
年
五
月
四

日
、
単
に
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
Ｃ
Ｍ
Ｂ
工
場
に
関
す
る
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
一
般
公
表
の
概
要
を
送
付
し
た
に
と
ど
ま
る
。
ウ
ル
グ
ア
イ
は
オ
リ
オ
ン
工
場
に
つ
い
て
い

か
な
る
文
書
も
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
送
付
し
な
か
っ
た
。
そ
の
結
果
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
七
五
年
規
程
第
七
条
一
項
の
手
続
を
遵
守
す
る
こ
と
な
く
、
二
〇
〇
三

年
一
〇
月
九
日
に
Ｃ
Ｍ
Ｂ
に
対
し
て
、
二
〇
〇
五
年
二
月
一
四
日
に
ボ
ト
ニ
ア
に
対
し
て
初
期
環
境
の
認
可
を
付
与
し
た
（
　
項
）。
さ
ら
に
、
ウ
ル
グ

１０６

ア
イ
が
事
前
に
当
該
計
画
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
通
報
す
る
こ
と
な
く
、
二
〇
〇
五
年
四
月
一
二
日
に
ボ
ト
ニ
ア
に
オ
リ
オ
ン
工
場
の
建
設
の
第
一
段
階
の
認

可
を
付
与
し
、
二
〇
〇
五
年
七
月
五
日
に
排
他
的
利
用
の
た
め
に
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
を
建
設
す
る
認
可
及
び
工
業
目
的
で
河
床
を
利
用
す
る
認
可
を
付

与
し
た
こ
と
に
留
意
す
る
（
　
項
）。
関
係
企
業
を
通
し
て
又
は
そ
の
他
の
非
政
府
筋
か
ら
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
伝
え
ら
れ
た
当
該
計
画
に
関
す
る
情
報
は
、
七

１０７

五
年
規
程
第
七
条
一
項
の
通
報
義
務
に
取
っ
て
代
わ
り
得
な
い
と
考
え
る
（
　
項
）。
し
た
が
っ
て
、
上
述
の
こ
と
か
ら
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
、
両
工
場
及

１１０
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び
オ
リ
オ
ン
工
場
に
隣
接
す
る
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
に
つ
い
て
の
初
期
環
境
の
認
可
を
付
与
す
る
前
に
当
該
計
画
活
動
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
通
報
し
な
か
っ
た

こ
と
に
よ
っ
て
、
七
五
年
規
程
第
七
条
一
項
の
義
務
を
遵
守
し
な
か
っ
た
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

１１１

（
ｂ
）
ウ
ル
グ
ア
イ
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
へ
の
通
報
義
務

　
ウ
ル
グ
ア
イ
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
へ
の
通
報
義
務
の
履
行
の
有
無
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
他
国
に
重
大
な
損
害
を
引
き
起
こ

し
得
る
す
べ
て
の
計
画
に
つ
い
て
決
定
さ
れ
る
必
要
の
あ
る
Ｅ
Ｉ
Ａ
が
、
七
五
年
規
程
第
七
条
二
項  
 

及
び
三
項  
 

に
従
っ
て
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
、
関

係
当
事
国
に
よ
り
他
方
当
事
国
へ
通
報
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
。
関
係
国
は
当
該
計
画
の
環
境
上
の
実
行
可
能
性
を
決
定
す
る
前

に
Ｅ
Ｉ
Ａ
を
考
慮
し
て
通
報
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
留
意
す
る
（
　
項
）。
本
件
に
お
い
て
、
両
工
場
の
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

１２０

へ
の
通
報
が
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
行
わ
れ
ず
、
さ
ら
に
ウ
ル
グ
ア
イ
は
両
工
場
の
初
期
環
境
の
認
可
が
付
与
さ
れ
た
後
に
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
へ
当
該
評
価

書
を
送
付
し
た
だ
け
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
に
留
意
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
Ｃ
Ｍ
Ｂ
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
二
七
日
及
び
同
年
一
一
月
七
日

に
問
題
が
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
通
報
さ
れ
た
が
、
一
方
で
初
期
環
境
の
認
可
は
既
に
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
九
日
に
付
与
さ
れ
て
い
た
。
オ
リ
オ
ン
に
つ
い

て
は
二
〇
〇
五
年
八
月
及
び
二
〇
〇
六
年
一
月
に
そ
の
書
類
が
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
送
付
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
対
し
て
初
期
環
境
の
認
可
は
二
〇
〇
五
年

二
月
一
四
日
に
付
与
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
ウ
ル
グ
ア
イ
は
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ａ
に
提
出
さ
れ
た
Ｅ
Ｉ
Ａ
に
基
づ
く
初
期
環
境
の
認
可
及
び
建
設
の
認
可

を
通
報
前
に
付
与
す
べ
き
で
は
な
い
。
実
際
に
そ
う
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
七
五
年
規
程
の
手
続
義
務
よ
り
も
自
国
の
立
法
を
優
先
し
、

十
分
に
確
立
し
た
慣
習
法
で
あ
る
ウ
ィ
ー
ン
条
約
法
条
約
第
二
七
条
を
無
視
し
た
（
　
項
）。
上
述
の
こ
と
か
ら
、
ウ
ル
グ
ア
イ
が
七
五
年
規
程
第
七
条

１２１

二
項
及
び
三
項
の
下
で
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
当
該
計
画
を
通
報
す
る
義
務
を
遵
守
す
る
こ
と
を
怠
っ
た
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

１２２

（
３
）
ウ
ル
グ
ア
イ
の
交
渉
義
務

　
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
る
七
五
年
規
程
第
一
二
条  
 

の
交
渉
義
務
の
履
行
の
有
無
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
ウ
ル
グ
ア
イ
が
七
五
年

規
程
第
七
条
な
い
し
第
一
二
条
の
協
議
及
び
交
渉
期
間
中
、
当
該
計
画
中
の
工
場
及
び
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
建
設
を
実
行
又
は
認
可
す
る
権
利
を
有
し

て
い
な
か
っ
た
と
認
定
す
る
。「
河
川
の
最
適
か
つ
合
理
的
利
用
の
た
め
に
必
要
な
共
同
機
構
」（
第
一
条
）
に
よ
っ
て
制
定
さ
れ
た
諸
手
続
を
適
用
す

る
前
に
争
い
の
あ
る
活
動
を
開
始
す
る
こ
と
は
、
七
五
年
規
程
の
趣
旨
及
び
目
的
に
反
す
る
で
あ
ろ
う
（
　
項
）。
し
た
が
っ
て
、
両
国
の
一
方
に
対
す

１４３

（
７
）

（
８
）

（
９
）
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る
重
大
な
損
害
を
防
止
す
る
た
め
の
手
続
上
の
協
力
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
進
行
中
で
あ
る
限
り
は
、
計
画
活
動
開
始
国
は
そ
の
よ
う
な
作
業
を
認
可
し
な
い
、

よ
り
強
く
は
そ
れ
を
実
施
し
な
い
義
務
を
負
う
（
　
項
）。
実
際
、
慣
習
国
際
法
に
よ
れ
ば
、
ウ
ィ
ー
ン
条
約
法
条
約
第
二
六
条
に
あ
る
通
り
、「
効
力

１４４

を
有
す
る
す
べ
て
の
条
約
は
、
当
事
国
を
拘
束
し
、
当
事
国
は
、
こ
れ
ら
の
条
約
を
誠
実
に
履
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」。
こ
れ
は
諸
国
家
間
の
協
力

に
不
可
欠
で
あ
る
手
続
義
務
を
含
む
、
条
約
に
よ
り
規
定
さ
れ
る
す
べ
て
の
義
務
に
適
用
さ
れ
る
（
　
項
）。
計
画
活
動
開
始
国
が
、
七
五
年
規
程
第
七

１４５

条
な
い
し
第
一
二
条
に
規
定
さ
れ
る
協
力
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
終
了
を
待
つ
こ
と
な
く
計
画
活
動
を
認
可
又
は
実
施
す
る
な
ら
、
そ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
意
味

を
失
う
で
あ
ろ
う
。
本
件
が
こ
れ
に
あ
た
る
場
合
に
は
、
両
国
間
の
交
渉
は
も
は
や
い
か
な
る
意
味
も
有
し
な
い
で
あ
ろ
う
（
　
項
）。
こ
の
点
に
お
い

１４７

て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
パ
ル
プ
工
場
の
準
備
作
業
は
例
外
を
構
成
し
な
い
。
こ
の
よ
う
な
作
業
は
、
事
実
、
計
画
中
の
工
場
の
建
設
の

不
可
欠
の
部
分
を
な
す
（
　
項
）。
上
述
の
こ
と
か
ら
、
Ｇ
Ｔ
Ａ
Ｎ
設
立
合
意
は
、
七
五
年
規
程
第
七
条
の
伝
達
・
通
報
義
務
か
ら
逸
脱
す
る
こ
と
を
ウ

１４８

ル
グ
ア
イ
に
許
可
し
て
お
ら
ず
、
ま
た
交
渉
期
間
終
了
前
に
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
に
工
場
及
び
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
建
設
を
認
可
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

ウ
ル
グ
ア
イ
が
当
該
規
程
第
一
二
条
の
交
渉
義
務
を
遵
守
す
る
こ
と
を
怠
っ
た
と
結
論
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
七
五
年
規
程
第
七
条
な

い
し
第
一
二
条
に
規
定
さ
れ
る
協
力
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
全
体
を
無
視
し
た
（
　
項
）。

１４９

（
４
）
交
渉
期
間
終
了
に
伴
う
ウ
ル
グ
ア
イ
の
義
務

　
交
渉
期
間
の
終
了
後
も
ウ
ル
グ
ア
イ
に
は
「
い
か
な
る
建
設
も
し
て
は
な
ら
な
い
義
務
」
が
課
せ
ら
れ
る
か
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判

示
し
た
。「
い
か
な
る
建
設
も
し
て
は
な
ら
な
い
義
務
」
が
七
五
年
規
程
に
は
明
示
的
に
規
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
。
七
五
年
規
程
は
そ
の

解
釈
・
適
用
に
関
す
る
す
べ
て
の
紛
争
を
解
決
す
る
た
め
の
管
轄
権
を
裁
判
所
に
付
与
す
る
が
、
し
か
し
な
が
ら
、
当
該
規
程
は
、
計
画
活
動
を
認
可

す
る
か
否
か
を
最
終
的
に
決
定
す
る
役
割
を
裁
判
所
に
付
与
し
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
計
画
開
始
国
は
交
渉
期
間
終
了
後
も
自

ら
の
責
任
に
お
い
て
建
設
を
継
続
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
　
項
）。
交
渉
期
間
が
終
了
し
た
の
で
あ
る
か
ら
、
計
画
国
の
責
任
に
お
い
て
計
画
を
実
施
す

１５４

る
権
利
を
包
含
す
る
と
考
え
る
（
　
項
）。
上
述
の
こ
と
か
ら
、
第
一
二
条
に
規
定
さ
れ
た
交
渉
期
間
が
二
〇
〇
六
年
二
月
三
日
に
終
了
し
た
後
、
ウ
ル

１５５

グ
ア
イ
は
「
い
か
な
る
建
設
も
し
て
は
な
ら
な
い
義
務
」
を
負
っ
て
い
な
か
っ
た
と
結
論
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
違
法
行
為
は
そ
の
期

間
を
超
え
て
拡
張
さ
れ
得
な
い
（
　
項
）。

１５７
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３
　
実
体
義
務
違
反
の
可
否
（
　
─
　
項
）

１６９

２６６

（
１
）
証
明
責
任

　
裁
判
所
は
証
明
責
任
の
配
分
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
ま
ず
、「
原
告
に
証
明
責
任
が
あ
る
（onus

probandi
incum

bit
actori

                   
          
）」
と
い

う
確
立
し
た
原
則
に
従
っ
て
、
諸
事
実
の
存
在
を
証
明
す
る
た
め
に
確
か
な
諸
事
実
を
主
張
す
る
こ
と
が
当
事
国
の
義
務
で
あ
る
と
考
え
る
（
　
項
）。

１６２

も
ち
ろ
ん
原
告
が
ま
ず
第
一
に
そ
の
主
張
を
実
証
す
る
関
連
証
拠
を
提
出
す
べ
き
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
こ
と
は
裁
判
所
に
付

託
さ
れ
た
紛
争
を
解
決
す
る
助
け
と
な
り
得
る
証
拠
の
提
供
に
被
告
が
協
力
し
な
く
て
も
よ
い
と
い
う
こ
と
を
意
味
し
な
い
（
　
項
）。
予
防
的
ア
プ

１６３

ロ
ー
チ
は
七
五
年
規
程
の
諸
条
項
の
解
釈
・
適
用
に
関
連
す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
そ
れ
が
証
明
責
任
の
転
換
と
し
て
機
能
す
る
と
い
う
こ
と
に
は
な

ら
な
い
と
考
え
る
（
　
項
）。

１６４

（
２
）
実
体
義
務
の
違
反

（
ａ
）
土
壌
及
び
森
林
の
管
理
が
河
川
レ
ジ
ー
ム
及
び
水
質
を
害
し
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
義
務
（
第
三
五
条
）  
 

　
オ
リ
オ
ン
工
場
へ
の
原
料
供
給
の
た
め
に
大
規
模
な
ユ
ー
カ
リ
の
植
栽
を
実
施
す
る
と
い
う
ウ
ル
グ
ア
イ
の
決
定
が
当
該
河
川
の
水
質
に
影
響
を
及

ぼ
す
か
否
か
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
す
な
わ
ち
、
実
際
に
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
パ
ル
プ
工
場
か
ら
の
排
出
が
当
該
河
川
の
水
質

に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
詳
細
に
わ
た
る
主
張
を
行
っ
た
が
、
当
該
河
川
の
水
質
と
ウ
ル
グ
ア
イ
の
ユ
ー
カ
リ
の
植
栽
の
有
害
な
関
係
に
関
す
る
い
か

な
る
同
様
の
主
張
を
も
裁
判
所
に
提
示
し
な
か
っ
た
。
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
こ
の
問
題
に
関
す
る
主
張
を
確
定
し
な
か
っ
た
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

１８０

（
ｂ
）
生
態
系
の
バ
ラ
ン
ス
の
変
化
を
回
避
す
る
た
め
に
諸
措
置
を
調
整
す
る
義
務
（
第
三
六
条
）  
 

　
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
る
七
五
年
規
程
第
三
六
条
の
生
態
系
バ
ラ
ン
ス
変
化
回
避
の
た
め
の
諸
措
置
調
整
義
務
の
履
行
の
有
無
に
つ
い
て
次

の
よ
う
に
判
示
し
た
。
七
五
年
規
程
第
三
六
条
の
義
務
は
両
国
に
向
け
ら
れ
た
も
の
で
、
か
つ
生
態
系
バ
ラ
ン
ス
の
変
化
を
回
避
す
る
た
め
に
Ｃ
Ａ
Ｒ

Ｕ
を
通
し
て
必
要
な
措
置
を
調
整
す
る
と
い
う
特
定
の
行
為
を
規
定
し
た
も
の
と
考
え
る
。
単
独
で
又
は
共
同
で
規
制
的
又
は
行
政
的
措
置
を
採
用
し

そ
れ
ら
を
実
行
す
る
義
務
は
行
為
の
義
務
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
七
五
年
規
程
第
三
六
条
の
下
で
、
両
国
は
当
該
河
川
の
生
態
系
バ
ラ
ン
ス
を
維
持

す
る
た
め
の
必
要
な
措
置
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
と
る
に
際
し
て
相
当
の
注
意
を
払
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
（
　
項
）。
ウ
ル
グ
ア
イ
が
七
五
年
規
程

１８７

（
　
）
１０

（
　
）
１１
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第
三
六
条
に
違
反
し
て
当
該
条
項
に
よ
り
想
定
さ
れ
る
よ
う
な
調
整
を
行
う
こ
と
を
拒
否
し
た
と
い
う
こ
と
を
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
確
信
的
に
証
明
し
な

か
っ
た
と
考
え
る
（
　
項
）。

１８９

（
ｃ
）
汚
染
防
止
及
び
水
中
環
境
保
護
義
務
（
第
四
一
条
）  
 

（
ⅰ
）
Ｅ
Ｉ
Ａ

　
裁
判
所
は
ウ
ル
グ
ア
イ
の
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
実
施
の
有
無
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
七
五
年
規
程
第
四
一
条
（
ａ
）（
ｂ
）
の
下
に
お
け
る
義
務
を

適
切
に
遵
守
す
る
た
め
に
、
当
事
国
は
、
越
境
損
害
を
引
き
起
こ
し
得
る
活
動
に
つ
い
て
、
水
中
環
境
を
保
護
及
び
保
全
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

Ｅ
Ｉ
Ａ
を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
七
五
年
規
程
第
四
一
条
（
ａ
）
に
お
け
る
保
護
及
び
保
全
す
る
義
務
は
、
計
画
中
の
産
業
活
動
が
越
境
的
な

文
脈
に
お
い
て
、
と
り
わ
け
共
有
天
然
資
源
に
対
し
て
重
大
な
悪
影
響
を
及
ぼ
す
危
険
が
あ
る
場
合
に
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
を
行
う
と
い
う
慣
行
に
従
っ
て
解
釈

さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
慣
行
は
、
近
年
、
諸
国
間
に
お
い
て
大
変
広
範
に
受
容
さ
れ
て
き
た
の
で
、
今
や
一
般
国
際
法
上
の
要
件
と
み
な
す

こ
と
が
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
。
さ
ら
に
、
当
該
河
川
レ
ジ
ー
ム
又
は
水
質
に
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
作
業
計
画
国
が
、
こ
の
よ
う
な
作
業
の
潜
在
的
な

影
響
に
つ
い
て
Ｅ
Ｉ
Ａ
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
相
当
の
注
意
及
び
そ
れ
が
含
意
す
る
警
戒
及
び
防
止
義
務
は
果
た
さ
れ
た
と
は
み
な
さ
れ
な
い

で
あ
ろ
う
（
　
項
）。
七
五
年
規
程
も
一
般
国
際
法
も
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
範
囲
及
び
内
容
を
規
定
し
て
い
な
い
。
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
と
ウ
ル
グ
ア
イ
は
エ
ス
ポ
ー
条

２０４

約  
 

の
当
事
国
で
も
な
い
。
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
目
標
及
び
原
則  
 

は
両
国
を
拘
束
し
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
国
内
立
法
又
は
当
該
計
画
の
認
可
プ
ロ
セ
ス
に
お

い
て
、
各
国
は
、
提
案
さ
れ
た
開
発
の
性
質
及
び
程
度
、
環
境
に
対
す
る
起
こ
り
得
る
悪
影
響
並
び
に
そ
の
よ
う
な
評
価
を
実
施
す
る
際
に
相
当
の
注

意
を
払
う
必
要
を
考
慮
し
て
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
具
体
的
な
内
容
を
決
定
す
る
と
考
え
る
（
　
項
）。

２０５

①
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
に
お
け
る
オ
リ
オ
ン
工
場
の
立
地

　
裁
判
所
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
が
言
及
し
た
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
目
標
及
び
原
則
に
関
し
て
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
に
は
「
適
当
な
場
合
に
は
、
実
際
の
役
に
立
つ
代
替
案
の

記
述
」
が
最
低
限
含
ま
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
原
則
四
（
ｃ
）
が
規
定
し
て
い
る
こ
と
を
想
起
す
る
。
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
と
い
う
場
所
の
適
切
性
が
総

合
的
に
評
価
さ
れ
、
か
つ
そ
の
他
の
候
補
地
が
考
慮
に
入
れ
ら
れ
た
こ
と
を
ウ
ル
グ
ア
イ
が
繰
り
返
し
述
べ
た
こ
と
も
ま
た
想
起
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、

Ｉ
Ｆ
Ｃ
（the

International
Finance

C
ooperatio

                           
         n  
）
に
よ
る
二
〇
〇
六
年
九
月
の
最
終
累
積
影
響
調
査
（Final

C
um
ulative

Im
pact

Study

       
  
          
          
）

（
　
）
１２

（
　
）
１３

（
　
）
１４

国際司法裁判所　ウルグアイ河パルプ工場事件

（阪大法学）６１（２ - 305）591〔２０１１．７〕



に
よ
れ
ば
、
二
〇
〇
三
年
に
ボ
ト
ニ
ア
は
、
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
を
選
ぶ
前
に
計
四
つ
の
場
所
を
評
価
し
た
と
い
う
こ
と
を
証
明
し
て
い
る
こ
と
に
留

意
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
最
終
的
な
場
所
が
決
定
さ
れ
る
前
に
候
補
地
の
評
価
が
行
わ
れ
た
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
納
得
で
き
な
い
（
　
項
）。

２１０

②
被
影
響
住
民
と
の
協
議

　
裁
判
所
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
諸
文
書
か
ら
、
被
影
響
住
民
と
協
議
を
行
う
い
か
な
る
法
的
義
務
も
両
国
に
生
じ
な
い
と
考
え
る

（
　
項
）。
諸
事
実
か
ら
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
初
期
環
境
の
認
可
の
前
後
を
通
し
て
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
と
ウ
ル
グ
ア
イ
の
両
河
岸
の
被
影
響
住
民
と
の
協
議
を

２１６
目
的
と
す
る
活
動
を
開
始
し
た
こ
と
に
留
意
す
る
。
こ
れ
ら
諸
活
動
に
は
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
参
加
を
伴
っ
た
、
リ
オ
・
ネ
グ
ロ
に
お
け
る
二

〇
〇
三
年
一
二
月
二
日
の
会
合
及
び
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
に
お
け
る
二
〇
〇
四
年
五
月
二
六
日
の
会
合
が
含
ま
れ
て
い
た
。
さ
ら
に
二
〇
〇
四
年
一
二

月
二
一
日
に
は
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
に
て
公
聴
会
が
開
催
さ
れ
た
。
フ
ラ
イ
・
ベ
ン
ト
ス
の
住
民
と
ウ
ル
グ
ア
イ
及
び
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
近
隣
の
住
民

が
そ
の
会
合
に
参
加
し
、
疑
問
や
懸
念
を
含
む
一
三
八
の
文
書
を
提
出
し
た
（
　
項
）。
上
記
に
鑑
み
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
る
被
影
響
住
民
と
の
協
議

２１７

が
実
際
に
行
わ
れ
た
と
認
定
す
る
（
　
項
）。

２１９

（
ⅱ
）
オ
リ
オ
ン
工
場
で
使
用
さ
れ
た
生
産
技
術
の
問
題

　
オ
リ
オ
ン
工
場
が
最
善
の
利
用
可
能
な
技
術
を
使
用
し
て
お
ら
ず
国
際
基
準
に
達
し
て
い
な
い
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
（
　
項
）、

２２０

裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
す
な
わ
ち
、
使
用
さ
れ
た
技
術
の
観
点
及
び
両
国
が
裁
判
所
に
提
出
し
た
文
書

─
と
り
わ
け
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
─

Ｂ
Ａ

Ｔ
（Integrated

Pollution
Prevention

and

                                    C
ontrol

R
eference

D
ocum

ent
on
B
est
A

 
        
          
    
        
     

vailable
T
echniques

          
         
）
に
関
す
る

─
に
基
づ
く
観

点
か
ら
、
オ
リ
オ
ン
工
場
は
廃
水
の
排
出
に
つ
い
て
最
善
の
利
用
可
能
な
技
術
に
適
合
し
て
い
な
い
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
を
裏
付
け
る
い
か

な
る
証
拠
も
存
在
し
な
い
。
以
下
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
オ
リ
オ
ン
工
場
が
、
七
五
年
規
程
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
並
び
に
当
該
工
場
か
ら
排
出
さ

れ
る
廃
水
の
１
渥
あ
た
り
の
廃
水
濃
度
及
び
一
日
に
排
出
さ
れ
る
廃
水
の
絶
対
量
に
つ
い
て
の
両
国
の
適
用
可
能
な
規
則
に
従
っ
て
い
な
い
こ
と
を
証

明
す
る
い
か
な
る
明
白
な
証
拠
も
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
よ
っ
て
提
出
さ
れ
な
か
っ
た
（
　
項
）。
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
が
工
場
の
廃
水
の
排
出
に
関
す
る
証
拠

２２５

の
生
成
に
つ
い
て
不
利
な
状
態
に
あ
っ
た
と
は
考
え
ら
れ
な
い
（
　
項
）。
測
定
値
が
ウ
ル
グ
ア
イ
の
法
令N

o.253/79

 
        
及
び
Ｍ
Ｖ
Ｏ
Ｔ
Ｍ
Ａ
に
よ
る
初

２２６

期
環
境
の
認
可
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
た
基
準
を
超
え
た
唯
一
の
パ
ラ
メ
ー
タ
ー
は
窒
素
、
硝
酸
及
び
Ａ
Ｏ
Ｘ
（
吸
着
性
有
機
ハ
ロ
ゲ
ン
）
で
あ
る
。
そ
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の
よ
う
な
場
合
、
一
日
の
測
定
値
は
限
界
値
を
超
え
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
二
〇
〇
五
年
二
月
一
四
日
の
初
期
環
境
の
認
可
は
、
明
ら
か
に
パ
ラ
メ
ー

タ
ー
の
一
年
間
の
平
均
を
念
頭
に
置
い
て
い
る
。
Ａ
Ｏ
Ｘ
濃
度
は
工
場
の
操
業
開
始
後
の
二
〇
〇
八
年
一
月
九
日
、
一
時
、　
 

と
い
う
高
い
水
準

１３

に
達
し
た
が
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
に
使
用
さ
れ
、
か
つ
そ
の
後
Ｍ
Ｖ
Ｏ
Ｔ
Ｍ
Ａ
に
よ
り
規
定
さ
れ
た
最
大
限
界
値
は
６ 

で
あ
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
こ

と
が
稀
な
出
来
事
で
は
な
く
む
し
ろ
持
続
的
な
問
題
で
あ
る
と
い
う
確
信
的
な
証
拠
を
欠
い
て
い
る
の
で
、
裁
判
所
は
ウ
ル
グ
ア
イ
が
七
五
年
規
程
の

諸
条
項
に
違
反
し
た
と
結
論
す
る
立
場
に
な
い
（
　
項
）。

２２８

（
ⅲ
）
排
出
に
よ
る
河
川
の
水
質
へ
の
影
響

①
溶
解
酸
素

　
オ
リ
オ
ン
工
場
に
よ
る
河
川
中
へ
の
物
質
の
排
出
が
、
河
水
の
溶
解
酸
素
の
最
低
水
準
（
　 

）
を
定
め
た
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
の
基
準
を
下
回
っ
て
い
る

５.６

と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
（
　
項
）、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
操
業
後
の
溶
解
酸
素
の
平
均
値
が
　 

で
あ
る
こ
と
が
実

２３８

３.８

際
に
証
明
さ
れ
れ
ば
、
そ
れ
は
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
で
要
求
さ
れ
る
１
渥
あ
た
り
の
溶
解
酸
素
の
最
低
値
　 

を
下
回
る
の
で
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
基

５.６

準
の
違
反
を
構
成
す
る
と
い
う
こ
と
に
留
意
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
よ
っ
て
な
さ
れ
た
申
立
で
は
証
明
さ
れ
て
い
な
い
と
認
定
す

る
。
時
間
の
経
過
の
中
で
一
連
の
デ
ー
タ
の
い
か
な
る
著
し
い
変
化
も
み
ら
れ
な
い
し
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
よ
り
言
及
さ
れ
た
Ｏ
Ｓ
Ｅ
に
お
け
る
酸
素

需
要
が
溶
解
酸
素
を
意
味
す
る
も
の
と
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
主
張
を
裏
付
け
る
い
か
な
る
証
拠
も
存
在
し
な
い
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

２３９

②
リ
ン

　
オ
リ
オ
ン
工
場
が
富
栄
養
化
及
び
高
濃
度
の
リ
ン
の
要
因
で
あ
る
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
（
　
項
）、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判

２４１

示
し
た
。
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
が
当
該
河
川
に
お
け
る
全
リ
ン
及
び
リ
ン
酸
塩
の
水
準
に
関
す
る
水
質
基
準
を
制
定
し
な
か
っ
た
こ
と
に
留
意
す
る
。
同
様
に
、

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
全
リ
ン
の
い
か
な
る
水
質
基
準
を
も
有
し
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
っ
て
制
定
さ
れ
た
全
リ
ン
の
水
質
及
び
廃

水
の
限
界
値
を
利
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
　
項
）。
提
出
さ
れ
た
証
拠
に
基
づ
い
て
、
オ
リ
オ
ン
工
場
は
今
の
と
こ
ろ
廃
水
の
排
出
に
お
け
る
全
リ

２４２

ン
の
基
準
を
遵
守
し
た
と
認
定
す
る
（
　
項
）。
オ
リ
オ
ン
工
場
に
よ
っ
て
当
該
河
川
に
排
出
さ
れ
た
全
リ
ン
の
量
が
、
そ
れ
以
外
の
源
か
ら
当
該
河
川

２４３

に
排
出
さ
れ
た
す
べ
て
の
全
リ
ン
に
照
ら
し
て
わ
ず
か
な
量
で
あ
る
と
考
え
る
。
し
た
が
っ
て
、
当
該
河
川
に
お
け
る
全
リ
ン
の
濃
度
水
準
が
水
質
基

 
㎎
／Ｌ

 
㎎
／Ｌ

 
㎎
／Ｌ

 
㎎
／Ｌ

 
㎎
／Ｌ
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準
に
関
す
る
ウ
ル
グ
ア
イ
法
で
定
め
ら
れ
た
限
界
値
を
超
え
て
い
る
と
い
う
事
実
は
、
当
該
工
場
の
稼
動
以
前
の
相
対
的
に
高
い
全
リ
ン
含
有
量
を
考

慮
す
る
と
、
七
五
年
規
程
第
四
一
条
（
ａ
）
に
違
反
し
た
と
は
考
え
ら
れ
得
な
い
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

２４７

③
フ
ェ
ノ
ー
ル
性
物
質

　
オ
リ
オ
ン
工
場
が
操
業
を
開
始
す
る
や
否
や
、
フ
ェ
ノ
ー
ル
性
物
質
が
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
の
基
準
を
超
過
し
た
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て

（
　
項
）、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
両
国
に
よ
っ
て
提
出
さ
れ
た
記
録
及
び
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
、
当
該
河
川
に
お
け
る
フ
ェ
ノ
ー
ル
性
物

２５１
質
の
濃
度
水
準
の
主
張
さ
れ
る
と
こ
ろ
の
上
昇
を
オ
リ
オ
ン
工
場
の
操
業
に
帰
せ
し
め
る
た
め
の
十
分
な
証
拠
が
存
在
し
な
い
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

２５４

④
河
川
環
境
に
お
け
る
ノ
ニ
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
の
存
在

　
オ
リ
オ
ン
工
場
に
よ
る
ノ
ニ
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
の
排
出
が
河
川
環
境
に
損
害
を
引
き
起
こ
し
た
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
（
　
項
）、

２５５

裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
二
〇
〇
八
年
一
一
月
以
来
、
ノ
ニ
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
の
検
査
が
実
施
さ
れ
て
き
た
が
、
し
か
し
な
が
ら
、
ア
ル
ゼ
ン

チ
ン
は
、
河
水
中
に
検
出
さ
れ
た
ノ
ニ
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
と
オ
リ
オ
ン
工
場
と
の
関
連
を
証
明
す
る
明
白
な
証
拠
を
示
さ
な
か
っ
た
と
考
え
る
（
　
項
）。

２５７

⑤
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
及
び
フ
ラ
ン

　
オ
リ
オ
ン
工
場
の
操
業
開
始
に
伴
い
河
川
中
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
及
び
フ
ラ
ン
の
濃
度
が
上
昇
し
た
と
す
る
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
主
張
に
対
し
て
（
　２５８

項
）、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
当
該
河
川
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
及
び
フ
ラ
ン
の
上
昇
と
オ
リ
オ
ン
工
場
の
操
業
と
を
関
連
付
け
る
い
か
な
る

明
白
な
証
拠
も
存
在
し
な
い
と
考
え
る
（
　
項
）。

２５９

⑥
生
物
多
様
性
へ
の
影
響

　
生
物
多
様
性
へ
の
影
響
に
つ
い
て
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
ウ
ル
グ
ア
イ
が
そ
の
動
植
物
相
の
保
護
を
含
む
水
中
環
境
を
保
全
す
る
義
務

に
違
反
し
た
と
結
論
す
る
の
に
十
分
な
証
拠
を
得
ら
れ
な
か
っ
た
。
そ
の
記
録
は
む
し
ろ
、
オ
リ
オ
ン
工
場
か
ら
の
排
出
と
、
ワ
ム
シ
の
奇
形
又
は
サ

バ
ロ
魚
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
若
し
く
は
二
枚
貝
の
脂
質
の
低
下
と
の
明
白
な
関
係
が
証
明
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
（
　
項
）。

２６２

⑦
大
気
汚
染

　
オ
リ
オ
ン
工
場
の
操
業
に
よ
る
大
気
汚
染
に
起
因
し
て
当
該
河
水
が
間
接
的
に
汚
染
さ
れ
た
と
い
え
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
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判
示
し
た
。
そ
の
記
録
は
オ
リ
オ
ン
工
場
に
よ
る
大
気
中
へ
の
放
出
を
通
し
て
当
該
河
川
の
水
中
環
境
に
悪
影
響
を
伴
っ
た
物
質
が
も
た
ら
さ
れ
た
と

す
る
い
か
な
る
明
白
な
証
拠
を
も
示
し
て
い
な
い
（
　
項
）。

２６４

（
ⅳ
）
第
四
一
条
の
結
論

　
上
述
の
こ
と
か
ら
、
ウ
ル
グ
ア
イ
が
相
当
の
注
意
を
払
っ
て
行
動
し
な
か
っ
た
、
あ
る
い
は
二
〇
〇
七
年
一
一
月
の
操
業
開
始
以
来
、
オ
リ
オ
ン
工

場
か
ら
の
廃
水
の
排
出
が
、
有
害
な
影
響
を
も
た
ら
し
又
は
当
該
河
川
の
生
物
資
源
、
水
質
若
し
く
は
生
態
系
の
バ
ラ
ン
ス
に
害
を
も
た
ら
し
た
と
い

う
こ
と
を
示
す
い
か
な
る
決
定
的
な
証
拠
も
そ
の
記
録
に
は
存
在
し
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
提
出
さ
れ
た
証
拠
に
基
づ
い
て
、
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ
ア

イ
が
七
五
年
規
程
第
四
一
条
の
義
務
に
違
反
し
な
か
っ
た
と
結
論
す
る
（
　
項
）。

２６５

（
ⅴ
）
継
続
義
務：

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

　
裁
判
所
は
継
続
義
務
を
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
共
同
機
構
が
七
五
年
規
程
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
よ
う
に
、
当
該
規
程
に
よ
り
そ
れ
に
付
与
さ
れ

た
権
限

─
当
該
河
川
の
水
質
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
任
務
及
び
オ
リ
オ
ン
工
場
の
操
業
に
よ
る
水
中
環
境
に
対
す
る
影
響
を
評
価
す
る
任
務
を
含
む

─
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
が
継
続
的
に
行
使
で
き
る
よ
う
に
す
る
義
務
を
両
国
は
有
し
て
い
る
。
一
方
で
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
は
、
七
五
年
規
程
第
四
一
条
に

従
っ
て
工
場
の
操
業
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
継
続
す
る
義
務
並
び
に
ウ
ル
グ
ア
イ
の
国
内
規
則
及
び
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
基
準
を
ボ
ト
ニ
ア
が

遵
守
す
る
義
務
が
あ
る
。
両
国
は
、
七
五
年
規
程
の
下
で
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
協
力
を
継
続
す
る
法
的
義
務
及
び
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
が
環
境
を
保
護
す
る
一

方
で
当
該
河
川
の
衡
平
な
利
用
を
促
進
す
る
た
め
に
必
要
な
手
段
を
立
案
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
法
的
義
務
を
負
っ
て
い
る
（
　
項
）。

２６６

４
　
ウ
ル
グ
ア
イ
の
国
家
責
任
の
解
除
（
　
─
　
項
）

２６７

２８１

　
ウ
ル
グ
ア
イ
の
国
家
責
任
の
解
除
方
法
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
慣
習
国
際
法
は
、
損
害
に
対
す
る
補
償
の
一
形
態
と
し
て
、

違
法
行
為
の
発
生
前
の
状
態
に
回
復
す
る
と
い
う
原
状
回
復
を
備
え
て
い
る
こ
と
を
想
起
す
る
。
さ
ら
に
、
原
状
回
復
が
物
理
的
に
不
可
能
で
あ
る
か
、

そ
れ
か
ら
生
じ
る
利
益
と
著
し
く
均
衡
を
欠
く
よ
う
な
負
担
を
伴
う
場
合
に
は
、
賠
償
又
は
サ
テ
ィ
ス
フ
ァ
ク
シ
ョ
ン
若
し
く
は
そ
の
両
方
が
補
償
の

形
態
と
な
る
こ
と
を
想
起
す
る
（
　
項
）。
補
償
の
そ
の
他
の
形
態
と
同
様
、
原
状
回
復
も
違
法
行
為
の
性
質
を
考
慮
し
て
損
害
に
比
例
し
た
も
の
で
な

２７３

け
れ
ば
な
ら
な
い
（
　
項
）。
ウ
ル
グ
ア
イ
は
交
渉
期
間
終
了
後
、
オ
リ
オ
ン
工
場
の
建
設
及
び
操
業
の
進
行
を
妨
げ
ら
れ
ず
、
ま
た
ウ
ル
グ
ア
イ
は
七

２７４
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五
年
規
程
の
い
か
な
る
実
体
義
務
に
も
違
反
し
て
い
な
い
の
で
、
工
場
の
撤
去
を
命
じ
る
こ
と
は
手
続
義
務
の
違
反
に
対
す
る
妥
当
な
救
済
を
構
成
し

な
い
で
あ
ろ
う
（
　
項
）。
最
後
に
、
そ
の
趣
旨
及
び
目
的
の
実
現
を
達
成
す
る
た
め
に
、
七
五
年
規
程
は
両
国
を
互
い
に
協
力
す
る
義
務
の
下
に
置
い

２７５

て
い
る
こ
と
に
留
意
す
る
。
こ
の
よ
う
な
協
力
す
る
義
務
は
、
例
え
ば
オ
リ
オ
ン
工
場
の
よ
う
な
工
場
施
設
の
継
続
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
含
む
（
　２８１

項
）。

５
　
判
決
主
文
（
　
項
）

２８２

　
こ
の
よ
う
な
理
由
か
ら
、
裁
判
所
は
（
１
）
一
三
対
一
で
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
七
五
年
規
程
第
七
条
な
い
し
第
一
二
条
の
手
続
義
務
に
違
反
し
た
こ
と

及
び
こ
の
よ
う
な
違
反
の
宣
言
は
妥
当
な
サ
テ
ィ
ス
フ
ァ
ク
シ
ョ
ン
を
構
成
す
る
こ
と
を
認
定
す
る
。（
２
）
一
一
対
三
で
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
七
五
年
規

程
第
三
五
条
、
第
三
六
条
及
び
第
四
一
条
の
実
体
義
務
に
違
反
し
な
か
っ
た
と
認
定
す
る
。（
３
）
全
会
一
致
で
、
両
国
に
よ
る
そ
の
余
の
す
べ
て
の
請

求
を
棄
却
す
る
（
　
項
）。

２８２

四
　
解
説

　
こ
れ
ま
で
国
際
司
法
裁
判
所
（
以
下
、「
Ｉ
Ｃ
Ｊ
」
と
い
う
。）
に
お
い
て
、
国
際
環
境
法
を
め
ぐ
る
諸
問
題
の
審
理
が
予
期
さ
れ
た
事
例
と
し
て
、

一
九
九
七
年
の
ガ
ブ
チ
コ
ボ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
判
決
が
あ
る  
 

。
そ
こ
で
は
、「
一
九
七
七
年
条
約
の
終
了
を
正
当
化
す
る
根
拠
の
一
つ
と

し
て
ハ
ン
ガ
リ
ー
が
国
際
環
境
法
の
新
た
な
展
開
と
い
う
事
由
を
提
起
し
た
こ
と
か
ら
、
裁
判
所
が
創
設
以
来
初
め
て
国
際
環
境
法
の
問
題
に
正
面
か

ら
取
り
組
む
こ
と
が
期
待
さ
れ
た
事
例
で
あ
っ
た  
 

」
と
い
わ
れ
た  
 

。
し
か
し
、
裁
判
所
は
国
際
環
境
規
範
を
具
体
的
に
適
用
す
る
こ
と
は
な
く
、「
環
境

上
の
争
点
に
対
す
る
Ｉ
Ｃ
Ｊ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
国
際
環
境
法
の
発
展
に
実
質
的
に
貢
献
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
と
い
う
の
が
一
般
的
な
見
方
で
あ

る  
 

」
と
い
わ
れ
て
い
る  
 

。
し
た
が
っ
て
、
し
ば
し
ば
「
環
境
保
護
に
関
す
る
紛
争
は
二
国
間
の
争
訟
事
件
に
ふ
さ
わ
し
い
も
の
で
は
な
い  
 

」
と
ま
で
い

わ
れ
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な
中
、
本
判
決
で
は
、
国
際
環
境
法
に
関
連
す
る
条
項
を
多
数
有
す
る
七
五
年
規
程
の
解
釈
・
適
用
が
問
題
と
な
っ
た
こ
と

か
ら
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
が
本
格
的
に
環
境
紛
争
に
取
り
組
む
こ
と
が
期
待
さ
れ
た
。
実
際
に
も
非
常
に
多
く
の
点
で
国
際
環
境
法
に
関
連
し
た
判
示
が
な
さ
れ

た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
本
判
決
は
国
際
環
境
法
の
発
展
に
大
き
く
寄
与
し
得
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
近
年
、
国
際
河
川
を
め
ぐ
る
環
境
紛
争
に
お
い

（
　
）
１５

（
　
）
１６

（
　
）
１７

（
　
）
１８

（
　
）
１９

（
　
）
２０
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て
は
、
各
条
約
で
設
立
さ
れ
る
河
川
委
員
会
に
よ
る
解
決
の
有
用
性
が
指
摘
さ
れ
る
中  
 

、
七
五
年
規
程
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
へ
の
強
制
管
轄
権
を
認
め
て
い
る

こ
と
か
ら
も
分
か
る
よ
う
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
で
の
紛
争
解
決
を
強
く
望
む
も
の
と
し
て
特
徴
的
な
性
格
を
有
し
て
い
る
。

１
　
手
続
義
務

（
１
）
事
前
通
報
義
務

　
七
五
年
規
程
は
、
事
前
通
報
義
務
に
つ
い
て
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
へ
の
通
報
義
務
及
び
他
方
当
事
国
へ
の
通
報
義
務
の
二
つ
の
義
務
を
規
定
し
て
い
る
。
同

規
程
第
七
条
一
項
は
前
者
の
義
務
を
課
す
。
す
な
わ
ち
、
新
た
な
水
路
の
建
設
、
既
存
の
水
路
の
改
変
又
は
航
行
・
河
川
レ
ジ
ー
ム
・
水
質
に
影
響
を

及
ぼ
し
得
る
作
業
の
実
施
と
い
う
三
つ
の
場
合
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
へ
の
通
報
を
義
務
付
け
て
お
り
、
こ
の
通
報
を
受
け

て
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
は
、
予
備
的
根
拠
に
基
づ
い
て
三
〇
日
以
内
に
当
該
計
画
の
損
害
の
重
大
性
の
有
無
を
判
定
す
る
仕
組
み
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
条
項
は
、

広
範
な
計
画
活
動
に
関
し
て
、
計
画
活
動
の
非
常
に
初
期
の
段
階
で
通
報
を
義
務
付
け
て
い
る
点
、
第
三
者
機
関
た
る
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
へ
の
通
報
を
義
務
付

け
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
損
害
の
重
大
性
の
判
定
を
委
ね
た
点
に
つ
き
、
最
も
先
進
的
な
河
川
条
約
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。
本
条
項
の
解
釈
・
適
用
に
関
し
て
、

裁
判
所
は
、
主
と
し
て
次
の
三
点
を
指
摘
し
た
。
第
一
は
、
通
報
の
時
期
に
つ
い
て
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
が
損
害
の
重
大
性
を
予
備
的
根
拠
に
基
づ
い
て
評
価

で
き
る
く
ら
い
に
計
画
が
進
行
し
て
い
れ
ば
通
報
義
務
が
生
じ
る
と
し
、
そ
れ
は
具
体
的
に
は
関
係
機
関
が
初
期
環
境
の
認
可
を
得
る
目
的
で
計
画
を

立
て
た
時
点
で
か
つ
認
可
を
付
与
す
る
前
で
あ
る
と
し
た
（
　
項
）。
第
二
は
、
通
報
の
内
容
に
つ
い
て
、
完
全
な
Ｅ
Ｉ
Ａ
で
あ
る
必
要
は
な
い
と
し
た
。

１０５

た
だ
、
完
全
な
情
報
が
利
用
可
能
と
な
れ
ば
そ
の
時
点
で
追
加
情
報
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
提
供
す
る
必
要
は
あ
る
（
　
項
）。
第
三
は
、
通
報
者
に
つ
い
て
、

１０５

関
係
企
業
や
非
政
府
筋
に
よ
る
通
報
で
は
本
条
項
を
遵
守
し
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
と
し
た
（
　
項
）。
裁
判
所
は
、
以
上
の
諸
点
を
検
討
し
た
結
果
、

１１０

ウ
ル
グ
ア
イ
の
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
へ
の
通
報
義
務
違
反
を
認
定
し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
に
も
事
前
通
報
義
務
を
確
認
し
た
判
例
と
し
て
、
コ
ル
フ
海
峡
事

件
判
決  
 

、
ラ
ヌ
ー
湖
事
件
判
決  
 

な
ど
が
見
ら
れ
る
が
、
本
判
決
で
は
事
前
通
報
義
務
の
存
在
の
確
認
の
み
な
ら
ず
具
体
的
な
解
釈
・
適
用
が
な
さ
れ
た

点
で
一
定
の
意
義
を
有
す
る
と
い
え
る
が
、
こ
の
意
義
は
七
五
年
規
程
の
解
釈
・
適
用
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

（
２
）
交
渉
義
務

　
交
渉
義
務
は
、
こ
れ
ま
で
に
も
ラ
ヌ
ー
湖
事
件
判
決  
 

、
北
海
大
陸
棚
事
件
判
決  
 

及
び
漁
業
管
轄
権
事
件
判
決  
 

な
ど
で
確
認
さ
れ
て
き
た
が
、
本
判
決

（
　
）
２１

（
　
）
２２

（
　
）
２３

（
　
）
２４

（
　
）
２５

（
　
）
２６
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に
お
い
て
も
七
五
年
規
程
第
一
二
条
に
従
っ
て
両
国
に
交
渉
義
務
が
課
せ
ら
れ
た
。
そ
こ
で
問
題
と
な
る
の
が
、
交
渉
義
務
違
反
の
判
断
基
準
で
あ
る

が
、
ラ
ヌ
ー
湖
事
件
判
決
は
、
諸
国
家
に
は
合
意
を
締
結
す
る
た
め
の
最
善
の
諸
条
件
を
提
供
し
得
る
す
べ
て
の
対
話
を
誠
実
に
受
け
入
れ
る
義
務
が

現
れ
る
と
し
、
国
家
が
そ
の
議
論
を
不
当
に
放
棄
し
た
り
異
常
に
遅
延
し
た
り
、
合
意
さ
れ
た
手
続
を
無
視
し
た
り
、
反
対
の
提
案
あ
る
い
は
諸
利
益

を
考
慮
に
入
れ
る
こ
と
を
拒
否
し
た
り
し
た
場
合
に
は
、
誠
実
に
交
渉
す
る
義
務
の
違
反
を
構
成
す
る
と
し  
 

、
交
渉
義
務
の
違
反
に
あ
た
る
事
項
を
列

挙
し
た
。
ま
た
、
一
九
九
七
年
に
Ｉ
Ｌ
Ｃ
で
採
択
さ
れ
た
国
際
水
路
非
航
行
利
用
条
約  
 

は
、
第
一
七
条
三
項
で
、「
協
議
と
交
渉
の
期
間
中
、
措
置
を
計

画
す
る
国
は
、
協
議
と
交
渉
の
開
始
の
要
請
時
に
当
該
他
国
か
ら
要
請
が
あ
れ
ば
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
六
ヶ
月
間
、
か
か
る
措
置
の
実

施
又
は
実
施
の
許
可
を
差
し
控
え
る
」
と
規
定
す
る
が
、
そ
の
「
措
置
」
の
具
体
的
範
囲
及
び
内
容
は
コ
メ
ン
タ
リ
ー
に
お
い
て
も
明
ら
か
に
さ
れ
て

い
な
い  
 

。

　
そ
の
点
、
本
判
決
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
、
交
渉
義
務
違
反
を
認
定
す
る
に
あ
た
り
、
交
渉
期
間
中
に
計
画
活
動
が
進
行
さ
れ
れ
ば
交
渉
の
意
味
が

失
わ
れ
る
と
し
て
、
計
画
活
動
の
作
業
の
認
可
・
実
施
が
禁
止
さ
れ
る
と
し
た
上
で
（
　
項
）、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
る
パ
ル
プ
工
場
の
準
備
作
業
の
認
可

１４４

の
付
与
は
、
計
画
中
の
工
場
の
建
設
の
「
不
可
欠
の
部
分
」
を
な
す
と
判
示
し
た
（
　
項
）  
 

。
裁
判
所
は
、
交
渉
義
務
違
反
の
有
無
を
判
断
す
る
に
あ

１４８

た
り
、
計
画
活
動
の
「
不
可
欠
の
部
分
」
を
構
成
す
る
作
業
の
認
可
・
実
施
が
な
さ
れ
た
か
否
か
を
基
準
と
し
、「
不
可
欠
の
部
分
」
に
は
、
工
場
本

体
の
建
設
の
認
可
及
び
そ
れ
に
隣
接
す
る
港
湾
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
建
設
の
認
可
が
含
ま
れ
る
こ
と
を
示
し
た
。
こ
の
よ
う
に
計
画
活
動
の
「
不
可
欠
の
部

分
」
に
該
当
す
る
か
否
か
を
基
準
と
す
る
裁
判
所
の
判
示
は
、
交
渉
義
務
を
規
定
す
る
条
約
の
解
釈
に
一
定
の
示
唆
を
与
え
る
も
の
と
な
り
得
る
よ
う

に
思
わ
れ
る
。

　（
３
）
交
渉
期
間
終
了
後
の
計
画
国
の
作
業
開
始

　
交
渉
期
間
終
了
後
、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
工
場
の
建
設
を
開
始
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
、
ま
ず
、
リ
ト
ア
ニ
ア
＝
ポ
ー
ラ

ン
ド
間
の
鉄
道
運
輸
事
件
勧
告
的
意
見
に
よ
る
「
交
渉
義
務
は
合
意
に
達
す
る
義
務
を
意
味
し
な
い  
 

」
と
す
る
判
示
を
確
認
し
た
（
　
項
）。
続
い
て
、

１５０

裁
判
所
は
、
七
五
年
規
程
に
は
建
設
作
業
の
開
始
を
禁
止
す
る
規
定
が
置
か
れ
て
お
ら
ず
、
建
設
作
業
の
認
可
付
与
の
適
否
を
判
断
す
る
権
限
が
裁
判

所
に
は
存
し
な
い
と
し
て
、
交
渉
期
間
終
了
後
は
、
計
画
国
は
自
ら
の
責
任
に
お
い
て
計
画
作
業
を
実
施
す
る
権
利
を
有
し
、
し
た
が
っ
て
ウ
ル
グ
ア

（
　
）
２７

（
　
）
２８

（
　
）
２９

（
　
）
３０

（
　
）
３１
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イ
の
交
渉
義
務
の
違
反
は
交
渉
期
間
を
超
え
て
拡
張
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
と
し
た
（
　
項
、　

項
、　

項
）  

 
 

。
交
渉
期
間
終
了
後
は
計
画
国
の
責
任
に
お

１５４

１５５

１５７

い
て
作
業
を
開
始
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
立
場
は
、
既
に
判
例  
 

・
学
説  
 

・
条
約  
 

で
認
め
ら
れ
て
き
た
。
本
判
決
は
、
こ
の
よ
う
な
学
説
の
主
張
と

軌
を
一
に
し
た
形
で
、
交
渉
期
間
終
了
後
の
計
画
国
の
作
業
実
施
の
可
否
に
つ
い
て
判
断
し
た
も
の
と
解
せ
ら
れ
る
。

２
　
実
体
義
務

（
１
）
証
明
責
任

　
本
件
に
お
い
て
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
は
、
七
五
年
規
程
の
予
防
的
性
質
か
ら
証
明
責
任
は
原
告
と
し
て
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
み
な
ら
ず
被
告
と
し
て
の

ウ
ル
グ
ア
イ
に
も
存
す
る
旨
主
張
し
た
の
に
対
し
て
（
　
項
）、
ウ
ル
グ
ア
イ
は
過
去
の
判
例
法
理
か
ら
証
明
責
任
は
原
告
と
し
て
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

１６０

に
あ
る
と
主
張
し
た
（
　
項
）。
こ
の
点
に
関
し
て
、
裁
判
所
は
、
予
防
的
ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
る
証
明
責
任
の
転
換
を
否
定
し
、「
原
告
に
証
明
責
任
が

１６１

あ
る
（onus

probandi
incum

bit
actor

                   
         i  
）」
の
原
則
を
採
用
し
た
、
黒
海
海
洋
画
定
事
件
判
決
　 
 

、　
島
及
び
岩
礁
領
有
権
事
件
判
決  
 

、　
ジ
ェ
ノ
サ

イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決  
 

、　
ニ
カ
ラ
グ
ア
軍
事
活
動
事
件
判
決
　 
 

を
引
用
し
（
　
項
）、
原
告
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
に
証
明
責
任
を
課
し
た
。
そ
の
結
果
、

１６２

裁
判
所
は
、
土
壌
及
び
森
林
の
管
理
が
河
川
レ
ジ
ー
ム
及
び
水
質
を
害
し
な
い
よ
う
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
義
務
（
第
三
五
条
）、
生
態
系
の
バ
ラ
ン
ス

の
変
化
を
回
避
す
る
た
め
に
諸
措
置
を
調
整
す
る
義
務
（
第
三
六
条
）、
汚
染
防
止
及
び
水
中
環
境
保
護
義
務
（
第
四
一
条
）
の
違
反
を
そ
れ
ぞ
れ
検
討

し
た
結
果
、
い
ず
れ
も
原
告
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
証
明
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
訴
え
を
斥
け
て
い
る
（
　
項
、　

項
、　

項
、　

項
、　

項
、

１８０

１８９

２２８

２３９

２４７

　
項
、　

項
、　

項
、　

項
、　

項
）。
こ
の
こ
と
は
、
国
際
環
境
紛
争
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
も
ト
レ
イ
ル
熔
鉱
所
事
件
判
決  
 

及
び
ラ
ヌ
ー
湖
事
件

２５４

２５７

２５９

２６２

２６４

判
決  
 

に
お
い
て
示
さ
れ
た
原
告
の
証
明
責
任
の
困
難
性
が
、
本
判
決
に
お
い
て
も
依
然
と
し
て
引
き
継
が
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

（
２
）
適
用
法
規

　
本
判
決
は
、
実
体
義
務
の
違
反
を
判
断
す
る
に
あ
た
り
、
第
一
次
的
に
七
五
年
規
程
第
四
一
条
の
適
用
を
検
討
し
、
こ
れ
が
一
般
的
・
抽
象
的
な
規

定
に
と
ど
ま
る
場
合
は
、
第
二
次
的
に
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
よ
り
制
定
さ
れ
た
基
準
を
、
そ
れ
も
明
確
で
な
い
場
合
に
は
、
最
終
的
に
、
各
紛
争
当
事
国
の
国

内
法
に
照
ら
し
て
判
断
す
る
こ
と
を
示
し
た
。
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
実
施
の
有
無
を
判
断
す
る
に
際
し
て
、
七
五
年
規
程
も
一
般
国

際
法
も
そ
の
範
囲
及
び
内
容
を
明
ら
か
に
し
て
い
な
い
と
し
て
、
最
終
的
に
各
当
事
国
の
国
内
法
及
び
計
画
の
認
可
プ
ロ
セ
ス
を
適
用
し
た
（
　
項
）。

２０５

（
　
）
３２
（
　
）
３３

（
　
）
３４

（
　
）
３５

（
　
）
３６

（
　
）
３７

（
　
）
３８

（
　
）
３９

（
　
）
４０

（
　
）
４１

（
　
）
４２
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ま
た
、
オ
リ
オ
ン
工
場
で
使
用
さ
れ
た
生
産
技
術
の
問
題
を
判
断
す
る
中
で
、
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
国
内
法
及
び
Ｍ
Ｖ
Ｏ
Ｔ
Ｍ
Ａ
の
認
可
の
基

準
に
照
ら
し
て
判
断
し
た
（
　
項
）。
さ
ら
に
、
オ
リ
オ
ン
工
場
か
ら
の
排
出
に
起
因
す
る
河
川
中
の
リ
ン
の
濃
度
に
関
し
て
、
裁
判
所
は
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ

２２８

の
基
準
も
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
国
内
法
上
の
規
定
も
存
在
し
な
い
こ
と
か
ら
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
国
内
法
上
の
基
準
に
照
ら
し
て
判
断
す
る
こ
と
を
決
定
し
た

（
　
─
　
項
）。
こ
の
よ
う
に
、
適
用
可
能
な
条
約
及
び
河
川
委
員
会
の
規
則
が
存
在
し
な
い
場
合
に
は
、
最
終
的
に
紛
争
当
事
国
の
国
内
法
に
照
ら
し

２４２

２４７

て
判
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
国
に
よ
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
法
規
範
の
内
容
は
異
な
る
こ
と
か
ら
、
条
約
や
河
川
委
員
会
に
よ
っ
て
統
一
的
な
具
体
的
基

準
を
整
備
す
る
こ
と
の
必
要
性
が
提
起
さ
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

（
３
）
国
際
司
法
裁
判
所
規
程
第
五
〇
条
に
基
づ
く
鑑
定
依
頼
の
必
要
性

　
国
際
環
境
紛
争
は
、
し
ば
し
ば
科
学
的
・
技
術
的
な
複
雑
性
を
帯
び
る
こ
と
か
ら
、
裁
判
所
は
、
事
実
認
定
を
行
う
際
に
、
国
際
司
法
裁
判
所
規
程

第
五
〇
条
に
基
づ
い
て
専
門
家
に
取
調
又
は
鑑
定
を
依
頼
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
主
張
が
し
ば
し
ば
な
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る  
 

。
し
か
し
、
Ｉ
Ｃ

Ｊ
及
び
Ｐ
Ｃ
Ｉ
Ｊ
が
こ
れ
ま
で
に
同
裁
判
所
規
程
第
五
〇
条
を
用
い
た
ケ
ー
ス
と
し
て
は
、
ホ
ル
ジ
ョ
ウ
工
場
事
件
判
決  
 

、
コ
ル
フ
海
峡
事
件
判
決

（
本
案
）  
 

、
コ
ル
フ
海
峡
事
件
判
決
（
賠
償
額
の
査
定
）  
 

、
メ
イ
ン
湾
事
件
判
決  
 

し
か
な
い
。
国
際
環
境
紛
争
で
あ
る
ガ
ブ
チ
コ
ボ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計

画
事
件
判
決
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
、
専
門
家
に
よ
る
鑑
定
の
依
頼
を
行
う
こ
と
は
な
か
っ
た
。
そ
の
点
、
本
件
に
お
い
て
も
、
裁
判
所
は
、
提
出
さ

れ
た
証
拠
を
基
に
裁
判
所
自
身
が
事
実
を
認
定
し
法
の
適
用
を
行
う
と
宣
言
し
、
専
門
家
を
利
用
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
（
　
項
）。
こ
れ
に
対
し
て
、

１６８

六
人
の
判
事
か
ら
、
同
裁
判
所
規
程
第
五
〇
条
を
利
用
し
な
か
っ
た
こ
と
に
対
す
る
批
判
が
な
さ
れ
て
い
る  
 

。
こ
の
よ
う
に
事
実
認
定
を
行
う
に
際
し

て
、
科
学
的
・
技
術
的
に
複
雑
な
証
拠
の
鑑
定
を
専
門
家
に
嘱
託
す
べ
き
と
す
る
近
時
の
要
請
の
高
ま
り
を
受
け
て
、
裁
判
所
が
今
後
ど
の
よ
う
に
対

処
し
て
行
く
の
か
そ
の
動
向
が
注
目
さ
れ
よ
う
。

（
４
）
衡
平
利
用
原
則
及
び
持
続
可
能
な
発
展

　
本
件
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
、
最
適
か
つ
合
理
的
利
用
義
務
を
規
定
し
た
七
五
年
規
程
第
一
条
及
び
両
国
の
河
水
を
利
用
す
る
権
利
を
定
め
た
同
規

程
第
二
七
条
を
解
釈
す
る
に
あ
た
り
、「
共
有
資
源
及
び
そ
の
環
境
保
護
に
つ
き
他
の
沿
河
国
の
諸
利
益
が
考
慮
さ
れ
な
い
な
ら
そ
の
よ
う
な
利
用
は
、

衡
平
か
つ
合
理
的
で
あ
る
と
は
み
な
さ
れ
得
な
い
で
あ
ろ
う
」
と
し
て
、
国
際
河
川
に
関
す
る
原
則
で
あ
る
衡
平
利
用
原
則
の
存
在
を
指
摘
し
た
（
　１７７

（
　
）
４３

（
　
）
４４

（
　
）
４５

（
　
）
４６

（
　
）
４７

（
　
）
４８
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項
）。
同
原
則
は
、
こ
れ
ま
で
に
も
、
オ
ー
デ
ル
河
国
際
委
員
会
事
件
判
決  
 

、
ラ
ヌ
ー
湖
事
件
判
決  
 

、
ガ
ブ
チ
コ
ボ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
判
決  
 

で

確
認
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
衡
平
利
用
原
則
は
未
だ
法
規
範
が
明
確
で
な
く
、
そ
れ
ゆ
え
同
原
則
を
実
際
の
紛
争
解
決
に
適
用
す
る
こ
と
が
可
能
か

と
い
え
ば
、
慎
重
に
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
の
が
現
状
で
あ
ろ
う  
 

。
衡
平
利
用
原
則
の
法
規
範
と
し
て
の
未
熟
さ
は
、
本
判
決
に
お
い
て
七
五
年
規
程
第

一
条
及
び
第
二
七
条
が
実
際
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
そ
の
趣
旨
及
び
目
的
の
説
示
に
と
ど
ま
っ
た
こ
と
に
も
現
れ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
ま
た
、
本
件
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
、
七
五
年
規
程
第
一
条
及
び
第
二
七
条
に
関
し
て
、「
最
適
か
つ
合
理
的
利
用
の
実
現
に
は
、
経
済
及
び
商
業
活

動
の
た
め
に
当
該
河
川
を
利
用
す
る
両
国
の
権
利
や
必
要
性
と
、
そ
の
よ
う
な
活
動
に
よ
り
も
た
ら
さ
れ
得
る
環
境
へ
の
い
か
な
る
損
害
か
ら
も
当
該

河
川
を
保
護
す
る
義
務
と
の
間
の
調
和
が
求
め
ら
れ
る
」（
　
項
）
と
し
、「
水
の
利
用
と
、
持
続
可
能
な
発
展
の
目
的
に
両
立
す
る
河
川
の
保
護
と
を

１７５

調
和
さ
せ
る
必
要
性
」（
　
項
）
を
指
摘
し
た
。
こ
の
よ
う
に
、
裁
判
所
は
、
ガ
ブ
チ
コ
ボ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
判
決
に
続
き  
 

、
持
続
可
能

１７７

な
発
展
に
言
及
し
た
。

（
５
）
Ｅ
Ｉ
Ａ
実
施
義
務

　
Ｅ
Ｉ
Ａ
実
施
に
関
し
て
、
ガ
ブ
チ
コ
ボ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
判
決
に
お
い
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
と
ス
ロ
バ
キ
ア
の
間
の
主
張
に
は
見
解
の
相

違
が
み
ら
れ
た  
 

。
こ
れ
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
直
接
的
に
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
実
施
に
つ
い
て
判
断
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
が  
 

、「
環
境
の
脆
弱
性
の
認
識
及
び
環

境
上
の
危
険
が
継
続
的
な
基
礎
に
基
づ
い
て
評
価
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
認
識
は
、
一
九
七
七
年
条
約
の
締
結
以
来
、
こ
こ
何
年
か
の
う
ち

に
、
非
常
に
強
く
な
っ
て
き
た  
 

」
と
し
た
こ
と
か
ら
、
暗
に
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
必
要
性
に
言
及
し
た
と
も
考
え
ら
れ
る
も
の
で
あ
っ
た
。

　
本
判
決
で
は
、
こ
の
よ
う
な
裁
判
所
の
立
場
を
さ
ら
に
前
進
さ
せ
、
計
画
活
動
が
共
有
天
然
資
源
に
対
し
て
重
大
な
悪
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ

る
場
合
に
は
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
を
実
施
す
る
義
務
が
生
じ
、
そ
れ
は
今
や
一
般
国
際
法
上
の
要
件
で
あ
る
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
と
判
示
し

た
（
　
項
）。
こ
の
よ
う
な
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
一
般
国
際
法
性
を
認
め
た
裁
判
所
の
判
断
は
初
め
て
で
あ
り
注
目
に
値
す
る  
 

。
し
か
し
、
そ
の
一
方
で
、
Ｅ

２０４

Ｉ
Ａ
の
具
体
的
な
範
囲
及
び
内
容
に
関
し
て
は
、
七
五
年
規
程
も
一
般
国
際
法
も
明
確
な
規
範
を
有
し
て
い
な
い
と
し
た
（
　
項
）。
た
だ
、
そ
の
内
容

２０５

と
し
て
、
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
よ
る
工
場
の
代
替
地
の
問
題
と
、
被
影
響
住
民
と
の
協
議
の
そ
れ
を
検
討
し
た
結
果
、
共
に
ウ
ル
グ
ア
イ
に

よ
っ
て
適
切
に
評
価
が
な
さ
れ
た
と
判
断
し
た
（
　
項
、　

項
）  
 

。
な
お
、
前
者
に
つ
い
て
、
裁
判
所
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
援
用
し
た
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
目

２１０

２１９

（
　
）
４９

（
　
）
５０

（
　
）
５１

（
　
）
５２

（
　
）
５３

（
　
）
５４

（
　
）
５５

（
　
）
５６

（
　
）
５７

（
　
）
５８
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標
及
び
原
則
四
（
ｃ
）
に
留
意
し
つ
つ
判
断
し
た
の
に
対
し
て
（
　
項
）、
後
者
に
つ
い
て
は
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
援
用
し
た
エ
ス
ポ
ー
条
約
及
び
Ｕ
Ｎ

２１０

Ｅ
Ｐ
目
標
及
び
原
則
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
、
被
影
響
住
民
と
の
協
議
は
あ
く
ま
で
も
ウ
ル
グ
ア
イ
が
自
発
的
に
行
っ
た
も
の
で
あ
る
と
い
う
認
識
の

下
判
断
し
た
（
　
─
　
項
）。
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
裁
判
所
は
、
上
述
の
後
者
、
被
影
響
住
民
と
の
協
議
の
必
要
性
よ
り
も
、
上
述
の
前
者
、
す

２１６

２１７

な
わ
ち
代
替
案
・
代
替
地
の
検
討
の
必
要
性
の
ほ
う
が
よ
り
国
際
法
上
の
規
範
形
成
が
進
ん
で
い
る
と
認
識
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

（
６
）
防
止
義
務

　
防
止
義
務
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
核
兵
器
使
用
の
合
法
性
事
件
判
決  
 

及
び
ガ
ブ
チ
コ
ボ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
判
決  
 

に
お
い
て
、「
国

家
の
管
轄
及
び
管
理
下
の
活
動
が
他
国
又
は
国
家
の
管
理
を
超
え
る
地
域
の
環
境
を
尊
重
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
国
家
の
一
般
的
義
務
の
存
在
は
、
今

や
環
境
に
関
す
る
国
際
法
典
の
部
分
を
構
成
す
る
」
と
い
う
判
示
が
繰
り
返
し
確
認
さ
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
本
判
決
で
も
、
裁
判
所
は
、
こ
の

判
示
を
跡
襲
し
た
（
　
項
）。
ま
た
、
裁
判
所
は
、「
相
当
の
注
意
」
を
そ
の
内
実
と
す
る
防
止
義
務
の
慣
習
国
際
法
性
を
肯
定
し
、
そ
れ
は
、「
国
家

１９４

が
そ
の
領
域
又
は
そ
の
管
轄
下
に
お
い
て
行
わ
れ
る
他
国
の
環
境
に
重
大
な
損
害
を
引
き
起
こ
す
活
動
を
回
避
す
る
た
め
に
利
用
す
る
こ
と
の
で
き
る

す
べ
て
の
手
段
を
行
使
す
る
義
務
」
で
あ
る
と
し
た
（
　
項
）。

１０２

　
さ
ら
に
、
防
止
義
務
は
、「
適
切
な
規
則
及
び
措
置
の
採
用
だ
け
で
な
く
、
他
方
当
事
国
の
権
利
を
保
護
す
る
た
め
の
公
的
及
び
私
的
運
行
者
に
よ
る

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
よ
う
な
行
政
的
管
理
の
実
施
及
び
行
使
に
お
け
る
一
定
水
準
の
警
戒
を
伴
う
義
務
で
あ
る
」
と
し
、「
相
当
の
注
意
」
義
務
の
履
行
に

際
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
が
要
求
さ
れ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
（
　
項
）。
さ
ら
に
は
、
Ｅ
Ｉ
Ａ
の
実
施
及
び
工
場
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
技

１９７

術
の
問
題
も
「
相
当
の
注
意
」
義
務
違
反
の
判
定
要
素
と
な
る
こ
と
を
指
摘
し
た
（
　
─
　
項
、　

項
）。
こ
の
よ
う
な
諸
要
素
の
検
討
の
結
果
、
裁

２０４

２０５

２２３

判
所
は
「
相
当
の
注
意
」
を
払
っ
て
行
動
し
な
か
っ
た
こ
と
を
示
す
証
拠
が
存
在
し
な
か
っ
た
と
し
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
「
相
当
の
注
意
」
義
務
違
反

を
否
定
し
た
（
　
項
）。
今
日
、「
相
当
の
注
意
」
義
務
に
関
し
て
は
、
本
件
の
よ
う
な
国
際
環
境
判
例
以
外
に
も
、
外
国
人
の
処
遇
や
国
際
人
権
法
の

２６５

分
野
で
多
数
の
判
例
が
み
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
両
者
を
比
較
す
れ
ば
、
前
者
（
国
際
環
境
判
例
）
は
「
相
当
の
注
意
」
義
務
違
反
の
認
定
基
準

が
厳
格
で
あ
る
と
い
え
る
の
に
対
し
て
、
後
者
（
外
国
人
の
処
遇
及
び
国
際
人
権
判
例
）
は
義
務
違
反
の
認
定
が
比
較
的
な
さ
れ
易
い
傾
向
に
あ
る
よ

う
に
思
わ
れ
る  
 

。
こ
の
よ
う
に
、
本
件
で
は
、
環
境
紛
争
に
お
け
る
防
止
義
務
違
反
の
認
定
の
ハ
ー
ド
ル
が
依
然
と
し
て
非
常
に
高
い
状
態
に
あ
る
こ

（
　
）
５９

（
　
）
６０

（
　
）
６１
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と
が
示
さ
れ
る
結
果
と
な
っ
た
と
い
え
よ
う
。

３
　
国
家
責
任
の
解
除

　
本
判
決
で
、
裁
判
所
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
手
続
義
務
の
違
反
を
認
定
す
る
一
方
で
、
実
体
義
務
の
違
反
を
否
定
し
た
。
そ
こ
で
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
手

続
義
務
の
違
反
に
対
す
る
国
家
責
任
の
解
除
方
法
と
し
て
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
が
主
張
す
る
よ
う
な
オ
リ
オ
ン
工
場
の
撤
去
と
い
う
原
状
回
復
が
妥
当
で

あ
る
か
否
か
が
検
討
さ
れ
た
。
裁
判
所
は
、
国
家
責
任
の
解
除
と
し
て
の
原
状
回
復
の
慣
習
国
際
法
性
を
認
め
た
上
で
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
が
援
用
し
た

国
家
責
任
条
文
第
三
五
条
が
規
定
す
る
よ
う
に
、
そ
れ
が
物
理
的
に
不
可
能
で
あ
る
か
、
そ
れ
か
ら
生
じ
る
利
益
と
比
べ
て
著
し
く
均
衡
を
欠
く
よ
う

な
負
担
を
伴
う
場
合
に
は
、
原
状
回
復
と
い
う
解
除
が
適
切
で
は
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
（
　
項
）。
そ
の
結
果
、
裁
判
所
は
、
本
件
に
つ
い
て
、
単

２７３

な
る
手
続
義
務
の
違
反
に
対
し
て
原
状
回
復
と
い
う
解
除
方
法
は
均
衡
を
失
す
る
と
結
論
し
た
（
　
項
）。
最
終
的
に
、
裁
判
所
は
、
国
家
責
任
の
解
除

２７５

と
し
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
手
続
義
務
の
違
反
を
認
定
す
る
に
と
ど
ま
っ
た
（
　
項
）。
こ
の
こ
と
か
ら
、
裁
判
所
は
、
手
続
義
務
の
違
反
に
対
し
て
原
状

２８２

回
復
や
損
害
賠
償
責
任
を
課
す
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と
す
る
見
解  
 

と
結
果
的
に
同
様
の
立
場
を
と
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　
し
か
し
、
手
続
義
務
違
反
の
責
任
と
し
て
の
対
価
が
常
に
単
な
る
義
務
違
反
の
認
定
に
と
ど
ま
る
の
で
あ
れ
ば
、
計
画
作
業
を
実
施
し
た
も
の
勝
ち

の
状
態
を
生
じ
、
手
続
義
務
の
法
的
効
果
が
十
分
に
担
保
さ
れ
な
い
事
態
に
陥
っ
て
し
ま
う
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
そ
の
こ
と
に
よ
り
、
紛
争
回
避
の

機
能
を
意
図
し
て
条
約
等
で
詳
細
に
規
定
さ
れ
た
手
続
義
務
の
法
的
効
果
は
無
に
帰
し
て
し
ま
う
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
は
、
裁
判

所
に
お
い
て
、
手
続
義
務
の
法
的
効
果
を
い
か
に
し
て
担
保
す
る
か
と
い
う
問
題
を
提
起
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

４
　
判
決
後
の
展
開

　
裁
判
所
は
、
継
続
義
務
と
し
て
、
ウ
ル
グ
ア
イ
に
工
場
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
す
る
義
務
を
課
す
と
共
に
、
両
国
に
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
協
力
を

継
続
す
る
義
務
を
課
し
た
（
　
項
）。
そ
こ
で
、
最
後
に
判
決
後
の
展
開
を
見
て
お
く
こ
と
と
し
よ
う
。
二
〇
一
〇
年
四
月
二
八
日
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の

２６６

大
統
領C

ristina
Fernández

de
K
irchner

 
                      
       
と
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
大
統
領José

M
ujica

 
     
     

が
Ｉ
Ｃ
Ｊ
判
決
後
初
め
て
会
談
を
行
っ
た
。
両
大
統
領
は
、

Ｉ
Ｃ
Ｊ
判
決
を
受
け
入
れ
、
オ
リ
オ
ン
工
場
の
環
境
に
対
す
る
影
響
を
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
を
通
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
を
行
う
こ
と
で
合
意
し  
 

、
同
年
六
月

二
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
と
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
両
大
統
領
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
水
質
の
監
視
及
び
管
理
に
責
任
を
負
う
二
国
間
の
文
書
を
作
成
す
る
こ
と

（
　
）
６２

（
　
）
６３
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に
合
意
し
た  
 

。
同
年
七
月
二
八
日
、
ウ
ル
グ
ア
イ
と
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の
両
大
統
領
は
、
最
終
的
に
、
次
の
よ
う
な
共
同
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
を
実
施
す

る
こ
と
と
し
た  
 

。
Ｕ
Ｐ
Ｍ
／
ボ
ト
ニ
ア
の
内
部
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ウ
ル
グ
ア
イ
河
へ
液
体
を
排
出
す
る
す
べ
て
の
産
業
活
動
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
を
も
包
含
す
る
も
の
と
す
る
。
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
側
二
名
、
ウ
ル
グ
ア
イ
側
二
名
の
計
四
名
の
専
門
家
に
よ
る
委
員
会
を
三
〇
日
以

内
に
設
立
し
、
こ
れ
は
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
の
下
に
置
か
れ
る
。
専
門
委
員
会
の
結
果
は
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
よ
っ
て
評
価
さ
れ
、
各
国
に
送
付
さ
れ
、
恒
常
的
に
必
要

な
措
置
が
と
ら
れ
る
。
さ
ら
に
報
告
書
は
印
刷
さ
れ
公
に
さ
れ
る
。
専
門
委
員
会
に
よ
る
調
査
は
一
年
に
一
二
回
行
わ
れ
る
。
調
査
は
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

側
の
グ
ア
レ
グ
ア
イ
チ
ュ
で
も
行
わ
れ
る  
 

。　

　
二
〇
一
〇
年
八
月
三
〇
日
、
最
終
的
に
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
と
ウ
ル
グ
ア
イ
の
両
外
務
大
臣
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
パ
ル
プ
工
場
を
め
ぐ
る
紛
争
の
終

結
に
合
意
し
署
名
し
た  
 

。
そ
の
合
意
の
中
で
、
第
一
段
階
と
し
て
、
同
年
九
月
二
日
、
専
門
家
委
員
会
が
、
ウ
ル
グ
ア
イ
の
Ｕ
Ｐ
Ｍ
／
ボ
ト
ニ
ア
工
場

及
び
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
沿
岸
に
て
サ
ン
プ
ル
採
取
を
行
う
も
の
と
し
、
さ
ら
に
六
〇
日
以
内
に
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
及
び
ア
ジ
ェ
ン
ダ
を
作

成
し
、
九
〇
日
以
内
に
第
一
報
告
書
を
作
成
し
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｕ
に
報
告
す
る
こ
と
が
約
束
さ
れ
た  
 

。

（
１
）　T

he
Statute

of
the
R
iver

U
ruguay,

(S

 
                   
      
          alto,

26
February

1975),
                         U

nited
N
ations

T
reaty

Series

 
       
        
            ,

vol.
1295,

p.
340.

                     
一
九

七
六
年
九
月
一
八
日
発
効
。
当
事
国
は
ウ
ル
グ
ア
イ
と
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
。
本
規
程
は
、
一
九
六
一
年
の
ウ
ル
グ
ア
イ
河
境
界
条
約
第
七
条
に
よ

り
、
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
最
適
か
つ
合
理
的
な
利
用
の
た
め
に
必
要
な
共
同
機
構
を
設
立
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
（
第
一
条
）。

（
２
）　
第
六
〇
条
一
項
「
直
接
交
渉
に
よ
り
解
決
で
き
な
か
っ
た
［
一
九
六
一
年
の
ウ
ル
グ
ア
イ
河
境
界
］
条
約
及
び
当
該
規
程
の
解
釈
・
適
用

に
関
す
る
い
か
な
る
紛
争
も
、
い
ず
れ
か
一
方
の
当
事
国
に
よ
っ
て
、
国
際
司
法
裁
判
所
に
付
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
」。

（
３
）　C
ase
concerning

Pulp
M
ills
on
the
R
i

 
                     
             
 ver

U
ruguay

(A
rgentina

     
         
         v.   

U
ruguay),

M
erits,

Judgm
ent
of
20
A
p

  
          
            
           
 ril

2010,

          

IC
J
R
eport

  
   
     s  

2010.

       
本
判
決
に
関
す
る
文
献
と
し
て
、
井
上
秀
典
「Pulp

M
ills
C
ase
(A
rgentina

      
      
      
         v.   

U
ruguay)

20
A
pril,

2010

  
            
          
」『
環

境
法
研
究
』
三
五
号
（
二
〇
一
〇
年
）。C

ym
ie
R
.
Payne,

“International
D
ecis

 
  
   
 
  
       
               
 
    ions

:
Pulp

M
ills
on
the

R
iver

U
rugu

     
  
     
 
     
   
    
 
     
 
    ay    

(A
rgentina

V
.
U
ruguay)”,

105

  
          
   
              A

m
erican

Journal
of
International

La

 
 
                                  w  

(2011),
pp.
94

               -  101.

    
が
あ
る
。

（
４
）　C

ase
concerning

Pulp
M
ills
on
the

R
i

 
    
           
     
 
     
   
    
 
 ver

U
ruguay

(A
rgentina

    
 
       
  
         

v.   
U
ruguay),

R
equest

for
the

Indicatio
 
 
         
 
       
    
    
         n

of

  
   

（
　
）
６４（

　
）
６５

（
　
）
６６

（
　
）
６７

（
　
）
６８
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Provisional
M
easures,

O
rder

of
13
Ju

             
          
             ly

2006,

         IC
J
R
eports

  
   
      

2006.

       
本
件
仮
保
全
措
置
命
令
の
研
究
と
し
て
、
玉
田
大
「
国
際
司
法
裁

判
所
　
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
パ
ル
プ
工
場
事
件
（
仮
保
全
措
置
命
令
　
二
〇
〇
六
年
七
月
一
三
日
）」『
岡
山
大
学
法
学
会
雑
誌
』
五
六
巻
二
号

（
二
〇
〇
七
年
）
が
あ
る
。

（
５
）　C

ase
concerning

Pulp
M
ills
on
the

R
i

 
    
           
     
 
     
   
    
 
 ver

U
ruguay

(U
ruguay

    
 
       
  
       

v.   

A
rgentina),

R
equest

for
the

Indicat

 
 
           
 
       
    
    
       ion

of

    
   

Provisional
M
easures,

O
rder

of
23
Ja

             
          
             nuary

2007,

            IC
J
R
eports

  
   
      

2007.

      
　
本
件
仮
保
全
措
置
命
令
の
研
究
と
し
て
、
玉
田
大
「
国
際
司

法
裁
判
所
　
ウ
ル
グ
ア
イ
河
の
パ
ル
プ
工
場
事
件
（
仮
保
全
措
置
命
令
　
二
〇
〇
七
年
一
月
二
三
日
）」『
岡
山
大
学
法
学
会
雑
誌
』
五
七
巻
一

号
（
二
〇
〇
七
年
）
が
あ
る
。

（
６
）　〔
第
三
六
条
〕「
両
国
は
、
生
態
系
の
い
か
な
る
バ
ラ
ン
ス
の
変
化
を
も
回
避
す
る
た
め
の
必
要
な
措
置
並
び
に
当
該
河
川
及
び
そ
こ
か
ら

影
響
を
受
け
る
地
域
に
お
け
る
ペ
ス
ト
及
び
そ
の
他
の
有
害
な
諸
要
因
を
抑
制
す
る
た
め
の
必
要
な
措
置
を
、
委
員
会
を
通
し
て
調
整
す
る
も

の
と
す
る
」。

（
７
）　〔
第
七
条
二
項
〕「
委
員
会
が
こ
の
こ
と
が
本
件
に
該
当
す
る
と
認
定
す
る
場
合
、
又
は
そ
の
点
に
関
し
て
決
定
を
下
す
こ
と
が
で
き
な
い

場
合
に
は
、
関
係
当
事
国
は
委
員
会
を
通
し
て
当
該
計
画
を
他
方
当
事
国
に
通
報
す
る
も
の
と
す
る
」。

（
８
）　〔
第
七
条
三
項
〕「
そ
の
よ
う
な
通
報
は
、
作
業
の
主
要
な
特
徴
、
及
び
、
適
当
な
場
合
に
は
作
業
の
実
施
方
法
を
記
述
す
る
も
の
と
し
、

か
つ
航
行
、
河
川
レ
ジ
ー
ム
又
は
水
質
に
対
す
る
そ
の
よ
う
な
作
業
の
あ
り
得
る
影
響
を
被
通
報
国
が
評
価
で
き
る
よ
う
な
そ
の
他
す
べ
て
の

技
術
的
デ
ー
タ
を
含
む
も
の
と
す
る
」。

（
９
）　〔
第
一
二
条
〕「
両
国
が
第
一
一
条
に
規
定
さ
れ
る
通
報
に
従
っ
て
一
八
〇
日
以
内
に
合
意
に
達
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
場
合
に
は
、

第
一
五
章
に
規
定
さ
れ
る
手
続
に
従
う
も
の
と
す
る
」。

（
　
）　〔
第
三
五
条
〕「
両
国
は
、
土
壌
、
森
林
の
管
理
、
地
下
水
及
び
河
川
の
支
流
の
水
利
用
に
よ
っ
て
、
河
川
レ
ジ
ー
ム
又
は
水
質
を
著
し
く

１０害
し
得
る
変
化
を
生
じ
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
を
約
束
す
る
」。

（
　
）　
前
掲
註（
６
）。

１１
（
　
）　〔
第
四
一
条
〕「
こ
の
点
に
お
い
て
、
委
員
会
に
割
り
当
て
ら
れ
た
任
務
を
害
す
る
こ
と
な
く
、
両
国
は
以
下
の
こ
と
を
約
束
す
る
。（
ａ
）

１２適
用
可
能
な
国
際
協
定
に
従
っ
て
、
か
つ
関
連
す
る
場
合
に
は
国
際
的
技
術
機
関
の
指
針
及
び
勧
告
に
一
致
し
て
、
適
切
な
規
則
及
び
措
置
を

定
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
水
中
環
境
を
保
護
及
び
保
全
す
る
こ
と
、
と
り
わ
け
そ
の
汚
染
を
防
止
す
る
こ
と
。（
ｂ
）
両
国
の
各
法
体
系
に
お
い
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て
以
下
の
こ
と
を
減
じ
な
い
こ
と
。（
１
）
水
汚
染
を
防
止
す
る
た
め
の
有
効
な
技
術
的
諸
要
件
及
び
、（
２
）
違
反
に
対
し
て
設
定
さ
れ
た
刑

罰
の
厳
格
性
。（
ｃ
）
両
国
の
法
体
系
に
お
い
て
等
価
の
規
則
を
制
定
す
る
た
め
に
、
両
国
は
水
汚
染
に
関
し
て
定
め
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る

す
べ
て
の
諸
規
則
を
相
互
に
通
報
す
る
こ
と
」。

（
　
）　C

onvention
on
E
nvironm

ental
Im
pact

A
 
              
       
        
      

ssessm
ent
in
a
T
ransboundary

C
ontext

      
          
              
      

of
the
U
nited

N
ations

E
conom

ic

         
       
        
     
   

１３C
om
m
ission

for
E
urope,

 
  
 
            
       U

nited
N
ations

T
reaty

Serie

 
       
        
           s  ,

vol.
1989,

p.
309.

                     

（
　
）　G

oals
and

Principles
of
E
nvironm

enta

 
     
    
           
   
 
       
    l

Im
pact

A
ssessm

ent
of
the

U
nited

N
a

  
  
     
 
      
    
   
    
 
      
 
 tions

E
nvironm

ent
Program

m
e,

      
 
       
    
       
 
   

１４U
N
E
P/W
G
.152/4

A
nnex

(1987

 
 
 
   
 
        
          )  .   

（
　
）　C

ase
concerning

G
a

 
                
 b  č

 íkovo-N
agym

aros
Project

(H
ungary/Slo

       
    
               
          vakia),

M
erits,

Judgm
ent
of
25
Septe

         
            
               m

ber
1997,

 
          IC

J

  
  

１５R
eport

 
     s  

1997.

      

（
　
）　
酒
井
啓
亘
「
ガ
ブ
チ
コ
ー
ヴ
ォ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
」『
国
際
法
外
交
雑
誌
』
九
九
巻
一
号
（
二
〇
〇
〇
年
）
八
五
頁
。Phone

 
     

１６N
.
O
kow
a,
“International

C
ourt

of
Ju

 
   
   
                   
          stice:

R
ecent

C
ase”,

47

        
       
         International

and
C
om
parative

Law
Q
u

                   
  
            
  
 arterly

       

(1998),
p.

            

688.

     

（
　
）　
た
だ
し
、
環
境
に
関
す
る
主
張
そ
れ
自
体
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
で
は
、
一
九
九
五
年
核
実
験
事
件
再
審
請
求
事
件
に
お
け
る
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

１７の
主
張
に
見
ら
れ
る
（R
equest

for
an
E
xam
ination

of
the
Si

 
               
   
                 tuation

in
A
ccordance

w
ith
Paragraph

            
           
             

63
of
the
C
ourt’s

            
       

Judgm
ent

20
D
ecem

ber
1974

in

     
    
   
 
    
    
     
   

N
uclear

T
ests

 
       
 
    

C
ase

(N
ew
Zealand

 
 
    
  
  
 
        

v.   

France),
R
equest

for
the

Indication

 
         
 
       
    
    
          

of

 
   

provisional
m
easures,

O
rder

of
22
Se

             
          
             ptem

ber
1995,

    
          IC

J
R
eports

  
   
      

1995,
para.

6

              
）。

（
　
）　
臼
杵
知
史
「
国
際
環
境
紛
争
の
司
法
的
解
決

─
ガ
ブ
チ
コ
ヴ
ォ
・
ナ
ジ
ュ
マ
ロ
シ
ュ
計
画
事
件
判
決
・
再
考
」『
同
志
社
法
学
』
三
一
四

１８号
（
二
〇
〇
九
年
）
七
八
頁
。

（
　
）　
本
判
決
に
お
い
て
、
裁
判
所
が
国
際
環
境
法
の
規
範
を
考
慮
し
な
か
っ
た
こ
と
に
対
す
る
批
判
と
し
て
、
た
と
え
ば
、Supra

note

 
          

１９(15),
D
issenting

O
pinion

of
Judge

H
e

       
           
                 
 rczegh,

pp.
17

              8  -  179
;
Phoebe

N
.
O
kow
a,
“E
nvironm

enta

              
   
   
     
       
    l

D
ispute

Settlem
ent:

   
              
     

Som
e
R
eflections

on
R
ecent

D
evelopm

e

   
   
               
       
       
 nts”,

M
alcom

D
.
E
vans

(ed.),

       
     
  
   
            R

em
edies

in
International

Law
,
T
he
I

 
  
                          
   
    nstitutional

             

D
ilem
m

 
    
 

a  

(O
xford,

H
art,

1998),
p.
167

;
N
ata

 
  
       
 
     
       
   
    
  
 
   lia

O
choa

R
uiz,

“D
ispute

Settlem
ent

    
 
     
 
     
  
       
       
    

over
N
on-N

avigational
U
ses

of

     
 
    
            
 
    
   

International
W
atercourses:

T
heory

a

              
 
             
 
      
 nd

Practice”,
L.
B
oisson

de
C
hazourn

   
           
   
 
       
   
 
       es

and
S.
M
.
A
.
Salm

an
(eds.),

   
    
   
 
  
 
  
    
   
        

Les
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R
essources

en
eau

et
le
droit

intern

 
                                   ational,

W
ater

R
esources

and
Interna

          
      
                    tional

La

         w  

(Leiden,
M
artinus

N
ijhoff,

2005),

           
         
               

pp.
38

      1  -  383.

     
臼
杵
・
前
掲
註（
　
）八
六
頁
。

１８

（
　
）　Supra

not
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avigatio
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ber
1960),

                 
           ibid

    .,
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（
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３０義
務
違
反
と
は
な
ら
な
い
と
し
た
。
次
に
、
交
渉
期
間
の
開
始
日
を
Ｇ
Ｔ
Ａ
Ｎ
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催
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Ｔ
Ａ
Ｎ
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反
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終
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判
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計
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す
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３２控
え
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け
れ
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な
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し
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Ｉ
Ｃ
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紛
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さ
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Ｃ
Ｊ
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す
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３３こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
（C

harles
B
.
B
ourne,

“Procedure
in
the

 
        
   
                        

D
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.
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（
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れ
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Ｃ
Ｊ
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推
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は
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争
い
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考
慮
す
れ
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さ
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簡
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す
ぎ
る
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否
め
ず
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５７し
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が
っ
て
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判
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い
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さ
れ
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Ａ
）」
西
井
正
弘
・
臼
杵
知
史
編
『
テ
キ
ス
ト
国
際
環
境
法
』（
有
信
堂
高
文
社
、
二
〇
一
一
年
）
一
七
七
頁
）。

（
　
）　
こ
の
よ
う
な
裁
判
所
の
立
場
に
対
し
てV

inuesa

 
      

特
任
判
事
の
反
対
意
見
が
付
さ
れ
て
い
る
（supra

note

          

(2),
D
issenting

O
pinion

       
           
       

５８of
Judge

         ad
hoc

      

V
inuesa,

paras.
5

  
                4  -  65   
）。

（
　
）　Legality

of
the
T
reat

or
U
se
of
N
ucl

                 
         
       
   ear

W
eapons,

A
dvisory

O
pinion

of
8
J

     
         
         
             uly

1996,

          IC
J
R
eports

  
   
      

1996,
para.

29.

                

５９
（
　
）　Supra

not

         e  

(17),
para.

140

                .  

６０
（
　
）　
外
国
人
の
処
遇
及
び
国
際
人
権
に
関
す
る
判
例
と
し
て
、
た
と
え
ば
、C

ase
concerning

U
nited

States
D
iplom

 
    
           
 
      
       
 
     

atic
and

     
    

６１C
onsular

Staff
in
T
ehran

(U
nited

Sta

 
                  
        
         tes

of
A
m
erica

        
 
      v.   

Iran),
Judgm

ent
of
24
M
ay
1980,

             
           
         IC

J
R
eports

  
   
       1980,

paras.
58,

                 

61,
6

     7  -  68
;
C
ase

of
V
elásquez

R
odríguez

      
        
          
         v.   

H
onduras,

M
erits,

Judgm
ent
of
29
Ju

  
          
            
            ly

1988,
Inter-A

m
erican

C
ourt

of

                
 
        
        

H
um
an
R
ights,

 
  
    
       Series

C
,
C
ase
N
o.

        
   
     
   4  ,

paras.
172

            -  180
;
A
sian

A
gricultural

Products
Lt

       
      
                       d.    v.   

Sri
Lanka,

IC
SID

              
   
 C

ase
N
o.

 
     
   

判例研究

（阪大法学）６１（２ - 324）610〔２０１１．７〕



A
R
B
/87/

 
 
 
    3  ,

30(3)

  
      

International
Law

M
aterial

              
   
 
 
       s  

(1991),
p.
580,

para.
85
(b)
;
A
ppl

 
        
   
     
      
   
    
  
 
   ication

of
the

C
onvention

on
the

        
   
    
 
          
   
    

Prevention
and

Punishm
ent
of
the
C
ri

                      
            
  m

e
of
G
enocide

C
ase,

 
      
         
     supra
note

          

(39),
paras.

431

                 -  438,
463

;
C
ase
of
O
puz

            
        
    v.    

T
urkey,

M
erits,

Judgm
ent

of
6
Septem

 
       
 
       
     
    
   
  
      

ber
2009,

E
uropean

C
ourt

of
H
um
an
R
i

    
      
 
        
 
     
   
 
  
   
 
 ghts,

A
pplication

N
o.
33401/02,

48

      
 
           
 
   
          
   

International
Legal

M
aterial

                     
       s  

(2009),
p.
909,

paras.
131

                           -  149.

    

（
　
）　
児
矢
野
マ
リ
『
国
際
環
境
法
に
お
け
る
事
前
協
議
制
度

─
執
行
手
段
と
し
て
の
機
能
の
展
開
』（
有
信
堂
高
文
社
、
二
〇
〇
六
年
）
二
六

６２七
─
二
六
八
頁
、
松
井
芳
郎
『
国
際
環
境
法
の
基
本
原
則
』（
東
信
堂
、
二
〇
一
〇
年
）
九
九
頁
。

（
　
）　M

erco
Press,

29
O
ctober

2010.
[http:

 
                
                   //en.m
ercopress.com

/2010/04/29]

      
             
            .  

６３
（
　
）　Ibid

    .  ,
3
June

2010.
[http://en.m

ercopress

                           
         .com
/2010/06/03]

    
            .  

６４
（
　
）　Ibid

    .  ,
27
July

2010.
[http://en.m

ercopres

                            
        s.com

/2010/07/27]

     
            .  

６５
（
　
）　Ibid

    .  

６６
（
　
）　Ibid

    .  ,
31
A
ugust

2010.
[http://en.m

ercopr

      
                        
      ess.com

/2010/08/31]

       
            .  

６７
（
　
）　Ibid

    .  

６８

国際司法裁判所　ウルグアイ河パルプ工場事件

（阪大法学）６１（２ - 325）611〔２０１１．７〕


